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は じ め に

港北ニュータウン建設事業のうち,日本住宅公団による土地区画整理事業は,

昭和49年8月に建設大臣の事業認可を待 造成工三拝に着手し.現在にいたってお

ります｡

港北ニュータウン建設研究会は,新しいまちづくりの過程で予想される種々の

問題点や,土地区画整理事業の工事期間中及び事業後の生活対策について,地権

者の皆様が新しいまちづくりを自らの問題として考えるために組織されました｡

そのメンバーは,権利者の中から椎せんされた方を中心に北農協,横浜市,日本

住宅公団の職員が個人の資格て参加するという形で構成されております｡

建設研究会の活動状況については,逐次 Ì港北ニュータウン◆'ニュ-スでお知

らせしてきましたが,昭和48年度においては第 1部会-人口計画と土地利用,第

2部会-日照等指導要綱と建築基準条例,第3部会-工事期間中の生活対策,慕

4部会-農的土地利用,第5部会-屋敷林の保存の5つの研究課題を設定し.こ

の課題ごとに部会を設置して活発な研究討議を重ねてきました｡この研究成果は

｢新しいまちづくりのために (昭和48年度報告書)｣としてまとめられ,港北ニ

ュータウン開先対策協識会に報告 して参りました.

昭和49年度は,

アパー ト,マンション経営と採昇性の検討｡ (第6部会)

農的土地利用と屋敷林の保存｡ (第7部会)

地元参加によるセンタ-計画o (第8部会)

の3つの研究課題を設定して研究をすすめ昭和50年度は,上記の第6,7,8部

会に加えて,

商工業者の生活対策について｡ (第9部会)

を研究課題として設定しました｡

この報告智は,このような研究成果を集大成したものです｡

今後は,この研究成果を具体化するために,港北ニュータウン開発対策協譲合

を中心にご討議いただき,皆様の生活対策の一助として活用していただけるなら

ば幸いです｡

最後に.この研究をまとめるにあたり,調査研究及び編集に携わってこられた

幹事のご尽力に対し,深 く感謝いたします｡

昭和 51年 3月 港北ニュータウン建設研究会

世 話 人 寺 内 孝
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1.ま え が き

48年度の研究ては,港北二ュ-タウンは計画的まちづくりであり,

(1)便利な都市機能を持ったまちづ くり｡

(2)環境のよいまちづくり｡

をすることが目標であるとして,この2つの目標を実現するための基本的な条件

は,開発区域に入る人口と土地利用の問題であると考えた｡

港北ニュータウンの各種施設計画は,計画人口22万人に対応して計画されてい

ることから,実際にニュータウンに定着する人口が,計画人口に近づくかどうか

が,環境の良いまちつ くりをするための一つのポイントとなる｡このことから実

際に定着する人口を,現在考えられる諸条件によって,出来るだけ詳細に把握す

ることが必要であると考えた.そこで計画的に住宅建設が行われる公的な集合住

宅以外の民有地について,地元の生活対策との関連から幾つかの住宅形態を想定

し.住宅形態と土地利用,住宅形態と人口推計,用途地域と土地利用について検

討を行った｡しかし,地元の生活対策の一つである不動産経営の収益採耳性につ

いて検討が行われていないことから,地元への説得力が欠けていた｡

49年度は土地利用を

(∋人口が計画人口を大巾に超えないこと｡

(勤良好な環境が確保出来ること｡

③不動産経営の収益性を確保すること｡

の3つの条件を同時に満足することを基本的な条件として加え,48年度の研究を

更に進めることとした｡

近年,低層住宅地に,高層マンションが建築され,日照などの環境の問題で種

々の紛争が起っている｡この様な問題が,新しいまちづ くりをするニュータウン

で起らないようにすることが,環境のよいまちづくりの第 1歩であると考え,木

造賃貸アパー トやマンションは,生活対策の一環である不動産経営の収益性を確

保し,しかも環境の問題で他とのあつれきを引起さないような条件を備えた土地

を確保する等予想される住宅形態に即した地区を幾つか設定し,その土地利用を

担保するために用途地域制や建築基準法 ･日照等指導要綱等の土地利用規制を併

せて考えるという構想のもとに検討したものがこのレポー トであるu

Lかし,民有地の土地利用をあらかじめ決めるということは,大変困難な問題

であり,しかも現在の用途地域制や建築基準法では十分にカバー出来ない状態で
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ある.そこで地元の方々に何故土地利用をあらかじめ考えなければならないかに

ついて,その意義について十分理解していただき,土地利用の内容を将来ともに

担保するために自主的.積極的に協定等の締結を図ることが,環境のよいまちづ

くりのためには,ぜひ必要であると考える｡

2.作業の流れと経過

作業の流れ

主 な経 過

S49.7.23 第 1匝l研究会 第6部会｡

収益計算と人口のチェックについて作業班を設けて検討するこ

とを決定o

1 木賃アパー ト,分譲 ･賃貸マンション,オフィスビルの実例

の収集 ･演習｡

2 計算方式の整理 (横算法.収益環元法,土地残余法)｡

3 作業範圃 (住宅型式の分類)｡

低層共同住宅 (分譲 ･賃貸),中高層共同住宅 (分譲 ･賃貸)

オフィスビル (分譲 .賃貸)o

S49.8.13 第 2回作業班 ミーティング｡

1 演習のチェック (計算過程のチェック,収益性の評価).

2 作業範囲 (住宅形式の分類)のチェック｡
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低層共同住宅については賃貸だけにする･･･- -木賃アパー ト｡

中層共同住宅･･･--全階分譲 ･店舗賃貸併用共同住宅 (共同住

宅部分は分譲)0

オフィス-･ -賃貸のみ｡

3 モデルの設定O

(1)木賃アパー ト-=30万円/坪,建築単価25万円/秤,2区画 160

坪の敷地設定.第2種住居専用地域 (200/60)｡

(2)R.C分譲低層共同住宅 (コー ト-ウス,テラス-ウス)収

収益計算とは別にケース ･スタディをする｡

(3)分譲 ･賃貸マンション--･土地単価35万円/秤,建築単価40万円

/恥 2区画 160坪の敷地設定,第2種住居専用第域 ･住居地

域(200/60)0

(4) 店舗併用共同住宅 (分譲 ･賃貸 .下駄バキマンション)I

-近隣商業 (200-400/80),商業 (600/80)｡

(5) ニュータウン.センター-･･･--商業地域 (600/80)｡ デパー

ト賃貸,スーパー賃貸,1-3F賃貸店舗+4F以上,分譲

住宅,オフィス ･ビルo

S49.8.22 第3回作業班 ミーティング｡

1 全階分譲マンションについては,資本力の関係や収益性があ

まり思わしくない等から,特に木賃アパー トと区別した地区を

設定しないで,共同住宅 (木賃アパー ト,マンション)地区と

する｡

2 農家戸数は700戸とする (概数でありチェックの要あり)｡

3 共同住宅は戸数 (4区画 320坪)24戸について収益 ･人口計

算を行 う｡

4 R.Cマンションについては,近隣商業 ･商業地域 ･賃貸店

舗付分譲マンションとして考える｡ (収益上,非常に美味があ

る)0

S49.9.4 第4回作業班 ミーティング｡

1 共同住宅は,4区画 320坪,24戸で人口が21,460人増加し,

3区画 240坪,21戸で,人口が18,140人増加となる0

2 4区画にするか,3区画にするかについては下駄バキ ･マン
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ンヨンの人口を見てから決める｡

3 主に第1種住居専用地城に立地するものとして店舗併用住宅

を考える｡

S49.9.20 第5匝】作業班 ミーティング｡

1 共同住宅-･･-4区画(320坪)28戸,人口58,800人,73,9ha,

土地利回り 3.7%｡

2 市街地住宅 (下駄バキ ･マンション)･ -200坪 12戸,人口

16,910人,24.5ha｡ (収益計算については土地単価を70万PJ/秤

～100万円/秤,建築単価を45万円/秤-55万円/坪で再検討を必要とする)｡

S49.10.2 第6回作業班 ミーティング｡

1 レポー トの日次1/立てについての検討｡

市街地住宅 (下駄バキ ･マンション)については土地価格70万

円/坪 と 100万円/坪で計算する｡I

2 オフィスビルの収益計算｡

オフィスビルは近隣商業ではメリットがない｡

3 店舗併用住宅 240坪 (3区画),第1種住居専用地域60/40,煤

面積24坪 (1F15坪,2F9坪)O

(モデル ･ケース) R.C造｡賃料7,000円/秤,木造 5,000

円/坪O建築単価40万円/秤,木造25万円/坪｡

S49.10.15 第7回作業班 ミーティング｡

1 レポー ト,ダイジェスト版 (P.R版)の内容の自由討論｡

2 今後の進め方について作業フロー｡

3 特定地区の地権者への割 り当て方について｡

S49,ll.1 第8回作業班 ミ-ティングO

各住宅タイプ (木賃アパー ト,分譲マンション,下駄バキ ･マ

ンション)についてのケース･スタディー結果について自由討論｡

S49.ll.14 第9回作業班 ミーティング｡

1 下駄バキ ･マンション (近隣商業,商業地域)のケ-ス .ス

タディ-ゥ

2 レポー ト･ダイジェスト版 (P.R販)の質問事項の整理｡

3 特定地区の選定についての自由討論｡

S49,ll.2i 第2回研究会 (第6部会)O
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1 中間報告｡

2 拡大作業班の設置｡

S49.12.16 第10匝l作業班 ミーティング (第1回拡大作業姓)｡

1 研究会の性格0

2 拡大作業姓の主旨｡

3 自己紹介｡

4 11/21第6部会中間報告の1-3さらい｡

5 第9匝l作業班おさらい｡

6 前回の宿題｡ (1)地区選定の報告｡

(2)地区の両税

(3)配分の方法D

(4)P.R版の素案｡

S50.1.16 第11回作美姓 ミーティング (第2回拡大作業班)0

1 地区選定 (面積と図面)8

2 共同住宅地区の扱い方｡

3 共同住宅地区の配分方法｡

4 P.R版 (意見+付加事項)0

S50.2,4 第12回収益作業班 ミーティング｡

1 P.R版への附加事項の検討｡

2 地区選定 (莱)｡

S50.2.14 第13回収益事例作兼班 ミーティング (第3回拡大作業班)｡

l P.R版の附加項目の検討｡

2 地区選定の考え方｡

S50.2.28 第14匝l収益作業姓 ミーティング｡

1 地区選定(莱)の検討｡

2 用途地域と地区選定の関連について｡

S50.3 18 第15匝l収益作業班 ミーティング｡

1 水道による歯止め｡

2 木賃アパー ト及び切 り売り防止対策｡

3 地区指定+用途地域｡

S50.4.3 第16匝】収益作業班 ミーティング0

1 地区指定と配分方法O

- 7-



2 第8部会との関係｡

3.今後の進め方｡

S50.6.5 第17回収益作業姓 ミーティング (P.R板編集会議 1)｡

1 P.R 版原案作成の経過｡

2 編集会読｡

S50.6.17 第18回収益作業姓 ミーティング (P.R版編集会議 2)｡

S50.7.8 第19回収益作業班 ミーティング｡

1 割 り当て方法｡

2 土地利用規制 (莱)｡

3 スケジュール｡

S50.7,17 第3回第6部会+第4回拡大作業姓 ミーティング｡

1 P.R 版の報告0

3 作業の成果

港北ニュータウンを良好な環境のまちとし,同時に地元の人々の生活対策を軌

道に乗せることをEl標 として,

(∋地元の人々が 不動産経営を行う場合,採算が良好であること｡

(む 早いもの勝にならないこと｡

③ 現計画人口を超えないこと｡

④ 日照問題等,将来新住民との摩擦を起こさないようにすること (建物の用

途,日照権等について)｡

-(勤 全体の土地利用と矛盾しないこと｡

の5つを作業指標とした｡

1 土地 (換地)を住宅経営として運用する場合,考えられる住宅の形式一店

舗付住宅,木造賃貸アパー ト,分譲マンション,下駄バキ分譲マンション等

について,経営規模として妥当と思われるモデルを想定し,

(D 収益性｡

② 環境条件 (特に日照条件)｡

③ 人口｡

に関してケース ･スタディーを行った｡

2 このケース ･スタディーの結果にもとづいて,公団開発地区内に確保する

必要のある住宅タイプ別の用地面稗を井走し,全体の人口のチェックを行っ
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た｡

3-1 ケース ･スタディー

3-1-1 小規模店舗付住宅

小規模店舗付住宅は,第 1種住居専用地域に立地することが出来る業種,規模

の店舗と,これに付属する住居である｡

店舗+住居で賃貸するもので,この組合せが長屋式に, 1敷地に連続する,莱

種としては,日用品を扱う店舗が対象となる｡

A モデル

敷地面積 793m2(≒36,364mX22m)- 240坪 (80坪×3区画).

用途地域 第 1種住居専用地城,第1種高度地区,建ぺい率40%,容積率

60%,日照時間4時間｡

戸数規模 6戸,木造又はR.C.2階建て,建築面積/戸 49.5874mz,床面積

積 79.3408m', 1階店舗+住居(D.K),2階住居(2居室+B)｡

土地 ･建物単価 土地単価 90,750円/m-(30万円/秤)｡

建築単価 (木 造) 75,625円/mz(25万円/秤)｡

(R.C)136,120円/mz(45万円/秤)｡

賃料 ･敷金 ･保証金 ･賃料 (住 居) 4,200円/坪｡

(店 舗) 6,500円/秤(木造),10,000円/秤

(氏.C)

敷金+保証金 150万円/戸(木造), 200万円/戸(R.C)

B ケース･スタディ結果

建ぺい率 ･容積率 建ぺい率 38.0%

答棟率 60.0%

配置臥 日照図,住居平面臥 断面図 (図-1参照)｡

土地の利廻 り (木造) 5.0%｡

(R.C) 3.5%O

(注)土地利 廻.りの官尊
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秦-1 店舗付住宅モデルによる収益計算事例
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3-1-2 木造賃貸アパート

地元の方々が土地を住宅経営として運用する場合,

① 木造であり比較的簡単に取壊し,土地の再利用が図れる｡

(参 賃貸てあり手軽であるo

(参 投下資本が少なくてすむ｡

等のメリットにより,相当需要があると予想されることから,本年度の研究では

特に重点を置いて取り上げたものである｡

A モデル

敷地面積 264mz(80坪×1区画)｡

用途地域 第2種住居専用地域,第2種高度地区,建ぺい率60%,容積率

200%,日照時間3時間｡

戸数規模 6戸 (1階 3戸)木造2階建て,床面積34,711m2/戸(10.5坪,

2DK)0

建築面積 107.4mz,延床面械 207.9ml｡

戸当り人口 3人/戸O

土地 ･建築単価 土地単価 90,750円/m2(30万円/秤)Q

建築単価 75,620円/mZ(25万円/秤)O

賃料,敷金礼金 賃料月額 45,000円/戸｡

敷金,礼金 2ヶ月｡

B ケース ･スタディー結果

建ぺい率,容積率 建ぺい率 41%｡

容倍率 79%O

配置図,住戸平面図 ･日照図 ･断面図 (図-2参照)0

土地の利廻 り 3.8%O

土地の収益価格 56,890円/mz(18.8万/秤)a

なお,標準的利廻 りから考えると5-6%が望しいのであるが,木造賃貸ア

パー トの場合は,将来土地の再利用が比較的容易であることからこの程度の

利廻りでも投資採算性が悪いとはいえないD

-12一
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表-2 木造賃貸アパートモデルによる収益計算事例

o柏 yt賞アパートモデル i

tlrIl JL i 0両 汁 ①♯ 垣 iZl 捕 L

②牲 集 面 相 I

③床 面 ht

oJ* 価 a)土 地 斗 価

堰)建 築 単 価

o採T井本(元本情緒) G)土 地 価 格 Q)×喧) 23.958.000FJl
⑧LF 集 価 格 E ③ ×⑥

(郭 計 ⑦+㊨ 39,679.400円

o耗 yF料 lけ上 せ 0. 1.437.500円

qDiF 葡 Fo_A i.572,'0cm ｣

⑲ 計 ⑩+句) 3,009.600円

○必半柱* 七一★ 価 Er5P■⑲扶 持 菅 ZIt L/24X(めI/lDOX(秒 655.looロ】57.200円

公 事且 公 tIbi n 2/l800.5ケ(一_▲′lゝl■ox@局-×⑳oo+oー2/loo)棺■ 31.一00円135.000円

⑩官 物 上

⑲ 小 M 十壇) tlXl.6′IDO 150.SOON

㊥ ft @-@+@ 1.129.600円

03E平手料 ㊥手 領 ⑩+⑳ 1 4.139.200M

iIFI tI [/lZX毎) 344.900Pl

lo触 稚元法 042 重 昏yE 的 jt 価
@yt 料 月 湧 くさ tヽ, 270.000l11

⑮yt 料 年 額 l2ケ月×⑳

2ケ月xO.08X⑳ 13.200円

㊨姓 収 益 @+@

⑳必 辛 推 Jr 0.25:く⑳ らlo.000LlZ

丞絶 境 益 ㊨-㊨

I:@/a) 1:0_656

lX0 6+㊨+㊨ 0.076

也.⑬ r 3,Ⅰ28.SOON

901.loon

⑳土地の収益価格 t ⑳

㊥土地のjt位当｡の帖 価格 l ⑳ I 56.脚 Fl/r"(J8.… l′tr--)
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3-1-3 分譲マンション

この共同住宅は,普通新聞広告に出ているマンションで,それは,分譲マンシ

ョンを建てるという経営者の努力によって更地で売るよりも土地の価格を上昇さ

せようとするものである｡

A モデル

敷地面相 1,320mz(約 400坪)∩

用途地域 住居地域,第2種高度地区｡

建ぺい率 ･谷村率等 建ぺい率 60%.

容 倍 率 200%｡

日押時間 3時間｡

戸数 ･規模 16戸 (1フロア14戸,4階建て,高さ13m)0 1戸当りの専

有面横 75.39m～｡建築面積 315.84m▲｡

延床面積1,263.4m',住居専用延ノ末両横 1,206.24m-'｡

戸当り入口 3.8人/戸｡

土地 ･建築単価 土地単価 105,870円/mz(35万円/秤)｡

建築単価 136,120円/mz(45万円/秤).

分譲単価 302,500円/mz(100万円/秤)o
B ケース･スタディ結果

建ぺい率,客椅率 建ぺい率 24%｡

答 倍 率 96%｡

配置図,住戸平面図 ･日照図 ･断面図 (図-3参照)0

土地の収益率 23.6%o

土地の収益価格 130,900円/ml(43･3万円/秤)｡

収益性計算事例 (表-3参照)0

-16-
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分譲マンションモデルによる収益計算事例(秦-3)

面 相i 】① 敷地醐 1.320m2(約400坪)

(参建築面桃 315.8m7(建ぺい率24%)

(参床面揃r 1.263.4m--(答揃牢96%)

(む住居専用部分 1,206,2m2(75,39m2/戸16戸)

⑤階 数 4l;y

単 価 (封土他単価 105.870円/znZ(35万円/秤)

(む建築単価 136.120円/mt(45万円/秤)

投 下 井 本(元本価格) ⑧土地価格 (9 ×(む 139,748.400円⑨ 建 築や @ xO

⑲ 計 @ +@ 311,722,400円

⑪ 分讃単価 302.500円/zDt(100万円/秤)

⑫ 分譲価格 @ x@ 364.875,500円

⑬ 分謝面格一越草津(純収益) ㊨ -㊨

⑭ 分捕価格-元本価椿 ⑫ -⑩

必 -r# 経 71甘 ⑬ 利 子 8/12×0.08×(9 9,171,900円

⑯ R反売子ヤ 0.03×⑬

⑲ 計l ⑬ +⑯

⑩土地の収益価格 ⑬ -⑩

⑲ 土地の単位当りの収益価格 ⑩ ÷① 130,900円/〟(43_3万円/秤)

⑳ 土地の純収益 @ -@



3-1-4 5階建て下駄バキ分譲マンション

駅前センター,タウンセンター等の近隣商業地域に想定した5階建てのもので

1階を貸店舗とし,2-一5階は分譲住宅として区分所有権により売却し (土地の

賃貸権又は,地上権を含む)その売上金により貸店舗部分を含む全建築投資額を

回収し, 1階の貸店舗部分の賃料で土地の収益をあけようとするものである｡こ

れは,不動産経営の中でも安全性 ･収益性 ･永続性の高い経営として,黄も代表

的なものである｡

A モデル(1)

用途地域 近隣商業地域O

第 3種高度地区 (絶対高さ20m,北側斜線10m十0.6/1)｡

建ぺい率 ･容積率等 建ぺい率 80%O

容 積 率 400%O

住居的施設の床面積制限 200%O

日照時間 3時間 (AM900-Plt3.00までの3時間)0

敷地面横 1,320m2(約 400坪)0

戸数 ･規模 1階店舗,2-5階住居,16戸 (1フロアー4戸)

5階建て,高さ15m,店舗面積 833.7mz,住居専有延床面横

1,280m～(1戸当り80mt),建築面稗 833.7m2,床面積2,402,7mz

戸当り人口 3.8人/戸O

土地 ･建築単価 土地単価 211,750円/mT(70万円/秤)0

建築単価 136,120円/rnl(45万円/秤)0

分譲単価 302,500円/rnZ(100万円/秤)｡
店舗賃貸単価 2,117円/m2(7,000円/秤) 1ヶ月｡

保証金 ･敷金 店舗部分の建築費の60%｡

B ケース ･スタディ結果(1)

建ぺい率 ･容横率 建ぺい率 63%｡

客 稗 率 182%｡

住戸平面図 ･配置図 ･日照図 ･断面図 (図-4参照)a

土地の収益価格 250,630円/mZ(82.9万円/秤)0

土地の利廻 り 7.1%O

収益計算事例 (表-4参照)o

なお比較として建築単価を50万円/秤.55万円/坪にした場合の収益事例㍍子った

一20-
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5階建下駄バキ分譲マンションモデルによる収益計算事例 (表-4)

,ri街地fil宅モデル (1) 建 築 単 価
55万Tt]/坪の域合

l 両 横 (丑敷 地 面 柿 1,320m2(約400坪)

②雄 築 面 ftを 833,7m'(雄ペい率63%)

③床 面 横 2,402r7lTL2(谷手指率182%)

@il* & シ ヨン)

⑤住居部分床面桃 l

(む貸店舗部分両横 833r7rげ667m'-@'

中 仙]⑦土 地 単 価
(70月~円/秤) (70万円/秤)

⑧祉 築 単 価
(45万円/秤) (50万円/秤) (55万円/秤)

⑨土 地 価 格 (丑 ×(ラ

⑲建 築 ;Ly (丑 ×(参

⑫ 計 ⑨ 十⑲

⑫ 実質分捕単価 @ +@ 283,910円/m2
(84_5万円/秤) (103_2万円/秤)

⑬,)} E韻 単 価
(100万円/秤) (100万円/秤) (100万円/坪)

⑭JJ1 讃 収 益 (参 ×⑬

⑮ 分 譲収 益 一越 柴 野 ⑩ -⑲

⑲ 保 証 金 .敷 金 +⑮ ⑮ +㊨



F!汰 ⑲trl 料 iii fuE 2,117円′m t 2.117トリ/rrlZ

(7_000rLJ/秤 (7.000LlJ/坪

⑲Ht, 料 l弓 額 ⑫ ×⑩ 1.412.000円

⑳1-7 料 tf=i 韻 ⑩×12ケFI

⑳ ほ Jut=舗 部 ,,>越築,Lt ･⑥ ×⑧

⑳伽 .止 lfZ⑳倣 :tz 0.6×⑳

㊨ .it ㊨ +㊨

⑳ ー米此lL;一炊lrEの迎用益 o_08×⑳ 6.052.700円 ⑯×0.085.654.800fl】

⑳ 総 収 益 ⑳ 十⑳

⑰ 必 坂 根 }Lセ 0.15×⑳ 2.541,600円 2,541,600円

⑳ 純 収 益 ㊨ -㊨

⑳ 総 合 還 J7tflJ堪 り

⑳ 土地 .建物の収益一曲括 ⑳ ÷⑳

上 ⑪ 減 価 li■i L1) .1-_Y 施 ×⑬ ⑳の必-LG椎,LVの ⑳の必密栓iVの ⑳の必紫綻,L号の

也残余汰 ⑳ m 月ー前 の 純 収 益 ㊨ +㊨

⑳ 土地に相場する純利益 ㊨

⑳ 土 地 の 収 虚 価 格 ⑬÷0.06

⑬ 土地の単位当り収益fdii格 ⑳ ÷①
(82_9)了L:q/i.rl) (85.4JIF月/秤) (83.7))J円/秤)
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3-1-5 8階建て下駄バキ分譲マンション

このモデルは,タウンセンターの商業地域に想定した下駄バキ分譲マンション

で横浜市建築基準条例の住居用建築物の床面横制限を守ったモデルである｡1-3

階貸店舗とし,4階以上は分譲住宅としたものである｡考え方は3-1-4と同じ

である｡

A モデル(2)

用途地域 商業地域 (建ぺい率80%,客輸率 600%)a

第4種高度地区｡

日照時間 ･住居的施設の床面積制限 日照時間 2時間 (AN9,00-PM3.00の

間の2時間)床面積制限 150%まで｡

敷地面積 1,320mz(約400坪)0

戸数 ･規模 1～3階店舗,4階以上住居, 8階建て (高さ25m)｡住居延床

面積 1,961m',住居専有床面梯 1,600mz,戸当り専有面杓80mz

/戸,建築面積 1,057.6m!,延床面柿 5,133.8m～｡

戸当り人口 3.8人/戸｡

土地 ･建築単価 土地単価 302,500円/mZ(100万円/秤)O
建築単価 136,120円/mz(45万円/秤)O

分譲単価 302,500円/mz(100万円/秤)｡

店舗賃料月額 2,117円/mZ(7,000円/秤)｡

保証金 ･敷金 店舗部分の建築野の60%｡

B ケース ･スタディ結果(2)

建ぺい率 ･答椴率 建ぺい率 80%｡

答横率 389.0%｡

住居的施設の床面積 (住居専有面積+共用部分) 1,961m五(148%<150%)｡

配置図 ･日照図 ･断面図 (図-5参照)｡

住戸平面図

土地の利廻り

土地の収益価格

14と同じ｡

736,730円/mL

収益計算事例 (義-5参照)｡

i-づ ･ Ttト : -,lJl

(243.5万円/秤)｡

-25-
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8階建下駄バキマンションモデルによる収益計算事例(秦-5)

市街地住宅モデル(2)

面 榔 (丑敷地面柳

(参建築面桃 1,057.6m℡(建ぺい率80%)

(参床 面 横 5,133_8Ⅰが (谷税率389%)

(彰階 数 8rW(1-3階貸店舗､4倍以上分讃 マンション)

(9住居部分床面桃 1,961m2(内住居専有部分1,600m2-⑤'80m2/戸,20戸)

@ 貸店舗部分面桝 3,172.8m2(内店舗専有 2,538mL ⑥J)

単 相il (丑土地単価 302,500円/m2(100万円/秤)

(参建築単価 136,120円/m2(45万円/秤)

(元本価格) ⑨ 土地価格 くさ ×(令 399,300,000円⑲建 築 鞍 @ x@

⑪ 計 ⑨ 十⑲

⑫実質/Jl油単仙 a + @ ' 436,760円/mz(144_4万円/秤)

⑬ 分譲単価 302,500円/mC(100万円/fF)

⑲ 分捌 丈益 (亘′×(卦

⑮分訂剛叉益一雄築7LV ⑩ -⑩

⑯保証金地金+⑮ ⑮ +㊨

収 益還元法 賃 料 ⑰ 店舗面榔 2,538 m】⑲ r1-料単価 2,117円/m2(7000円/秤)

⑩照料月紹 ⑩ ×⑬ 5,372,900円

㊨ll,.年碩 ⑲×12ケ月

⑪ 貸店舗部分建築 辛 (参 ×(参

iil⑳保 -正金 巨 6×㊧

⑳ 倣 企

㊨ 十 ⑳ 十⑳

⑳保証金 .敷金の i用益 0.08×⑲ 3,545,300円

⑳総 収 益 ㊨ +㊨

⑳心 要 経 班 0.15×⑳ 9,671,200円

⑳ 純 収 益 ㊨ -㊨

⑳総合迎元利廻り

⑳土地 .建物の収益価格 ⑳ ÷⑳

土 地残余法 ⑪ 減価rlT却懲 X.×⑲ ㊨ の必要経資の中に含まれる.⑳侶却前の純収益 ⑳ +㊨

⑬ 土地に.Jbn属する純収益 ⑳

⑳土地の収益価格 ⑬ ÷0.06

⑮ 土地の単位当り収益血相 ㊨ ÷① 736.730円/mt(243.5万円/秤)
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3-2 土地利用と人口推計

ケース ･スタディでは,不動産経営を

① 計画人口を大巾に越えないこと｡

(参 日照条件等の環境条件を満足すること｡

③ 一定の収益性を確保出来ることC

の3つの条件を同時に満足するという枠内で,各住宅形態毎に一定の敷地に,収

益の確保出来る住宅の規模について明らかにしたo

Lかし,ケーススタディは3つの条件を満足している土地という限られた条件

のもとに算定を行っているので,ケーススタディの結果を実現するために,これ

らの条件を満足する土地を確保することが必要となる｡しかし,環境のよいまち

づくりという面から考えるとケーススタディの結果を満足する土地を無秩序に確

保するのではなく,一定の法則のもとに考えることが必要となる｡即ち土地利用

計画という一定の法則をつくり,

①生活再建の一環としての不動産経営を実現すること｡

②人口の枠が決っていることから ｢早い者勝ち｣を防止すること｡

③まちづくり全体の中で各住宅形態の適正な配置をすること｡

を考えることが必要となる｡

そこで具体的には,住宅の形態に対応した5つの地区を想定し,各住宅形態の

立地条件,規模といった灸件や先に述べた3つの条件にもとづいて5つの地区の

位置やボリュームについて考えることとしたO ここでは,その基礎データーと

して,ニュ-タウンの中で取り得る各地区のボリュームと人口について検討を行

った｡

5つの地区は,次に述べる通りである｡この内独立住宅地区(1),独立住宅地区

(2)は,ケーススタディでは,不動産経営の採算性を中心に検討を行ったことから

ケーススタディはされていないが,地区を設けるという構想の出発点は,独立住

宅地区にアパー トやマンションが無秩序に混入することを防ぎたいという発想で

あり,そのためにマンションやアパー トのための特別な地区を設けようとしたも

のである｡

それ故,独立住宅地区(1)･(2)は.面積的にも,質的にも,ニュータウンのまち

づ くりの食も重要な地区となるものである｡

1 独立住宅地区(1)｡

2 独立住宅地区(2)｡
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3 7パー ト･マンション併用地区｡

4 マンション専用地区0

5 各センターマンション用地｡

3-2-1 独立住宅地区(1)

一般的な住宅地で,一戸建て陰毛や小規模の店舗付住宅等が主体となる地区で

ある｡この地区は面柿的にも質的にもニュータウンの中心となり,標準的な敷地

の規模は 264ml(約80坪)である｡

A 用途地域等 第1種住屑専用地城｡第 1校高度地区｡建ぺい率40%O客横

率60%O絶対高さ10m｡北側斜線 5m十0.6/1｡隣地に確保

しなければならない日照時間AM9.00-PM300の間で4時間.

B 地区の面枇 3,666,700rn2(366.67ha)o

C 戸 数 1区画 264mZ.区画数13,889区画-13,889戸｡

D 人 口推 計 13,889戸×4･2人/戸〒58,3声4人｡ 1戸当り-4･2人/戸,人口

密度 160人/ha｡

3-2-2 独立住宅地区(2)

この地区も,一戸建て住宅を主体とした地区であるが,(1)に比べて一区画当り

の規模が大きくなっているQ即ち1区画の標準規模は, 500mz(約150坪)てある｡

A 用途地域等 第1校住所専用地域,,ml種高度地区,第2校風致地区,建

ぺい率30%,容析率50%,絶対高さ8m (第2風致)北側斜

線 5m+0.6/1,隣地に確保しなければならない日照時間

AM9.00-PM3.00の間で4時間o

B 地区の而榔197,500TnE(19.7ha)0
C 戸 数 1区画 500rr12(約 150坪)区画数 395区画-395戸｡

D 人 口 推 511 395戸×4.2人/戸-1,664人｡ 1戸当り-4.2人/戸.人口密度

90人/ha｡

3-2-3 木造賃貸アパー ト･マンション併用地区

木造賃貸アパー トとマンションを主体とした地区で,ケーススタディで検討し

た木造賃貸アパー トと全階分譲マンションのどちらが建ってもよい地区である｡

しかし以下に述べるデーターは.木造賃貸アパ- トの方が戸数 ･人口とい二収容

力が大きいので,木造賃貸アパー トのデータ-に基ついているo

A 用途地域等 第2種住吊専用地域｡祈2種高度地区｡準防火地域O建ぺい

率60%｡容横率 200%｡絶対高さ15m｡北側斜線75m+
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0.6/l｡隣地に確保しなければならない日剛 寺間心t9.00～Ph1

300の間で3時間｡

B 地区の面積 558,100mz(55.81ha)｡

C 戸 数 2114区画｡1区画 264m!(約80坪)に6戸｡2114区画×6戸

-12,684戸｡

D 人 口推 計 12,684戸×3人/戸-38,052人.1戸当り-3人/戸｡人口密度

680人/ha｡

3-2-4 マンション専用地区

中高層の耐火建築共同住宅の専用地区であり,各センターの附近や幹線道路治

等の比較的その地区の玄関となる位置に考えられる地区である｡

A 用途地域等 住居地域｡第3種高度地区｡防火地域｡建ぺい率60%｡容積

率 200%,絶対高さ20m｡北側斜線10m+0.6/1.隣地に確

保しなければならないE]照時間 AM9.00-PM3,00の間で3時

軌

B 地区の面積 247,800m!(24.7ha)｡

C 戸 数 標準区画面積 1,320mz(-400坪)に換許した区画数は,

187.8区画｡ 1区画当り16戸016戸×187.8区画-3,003戸o

D 人 口推 計 3,003戸×3.8人/戸-ll,411人｡ 1戸当り-3.8人/戸｡

人口密度 460人/ha.

3-2-5 各センター地区マンション用地

この用地は,ケーススタディで検討した市街住宅 (下駄パキ分譲マンションの

用地で,各センター (近隣センタ-,駅前センター,タウンセンター)の区域内

に立地するものとして考えられているが,各センターの設計が,まだ具体化して

いないところから以下のデーターは,設計の概要で推計したものであるD

A 用途地域等 近隣商業地域｡第3枚高度地区,防火地域,建ぺい率80%｡

谷相率 400%｡絶対高さ20m｡北側斜線10m+0.6/1｡隣地

に確保しなければならない日照時間AM9.00-PM3.00の間の3

時間｡

商業地域｡第4種高度地区｡防火地域｡建ぺい率80%｡容倍

率 600%｡絶対高さ31m｡隣地に確保しなければならない日

照時間2時間D

その他,第2種住居専用地域と住居地域がある｡
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B 用 地 両 横 220,000m'(22.Oha)｡

C 戸 数 標準区画面積 1,320m～(約 400坪)に換算した区画数は

166.57区画, 1区画20戸,20戸×166.67区画-3,333戸｡

D 人 口推 計 3,333戸×3.8人/戸-12,665人｡ 1戸当り3.8人/戸,人口密

度 580人/ha｡

以上,各地区の面積と人口について検討を行ったが,各地区の住宅形態,環境

の質,人口等を土地利用計画通りに将来とも担保出来るようにするには,土地利

用規制を考えなければならない｡そこで,用途地域制や建築基準法等の法規制に

よる土地利用規制の案をまとめたものが表- 1である｡更に法規制だけでは補え

ない部分をカバーするものとして建築協定の骨子について表- 1にあげた｡

なお,この案については,あくまで検討案であり,現実化するためには.更に

検討を加えることが必要であり,その時点で変更になる部分もある｡

3-2-5 人 口推 計

各地区毎に推計した人口と面軌 こ,既存部分の人口と面機,非住居用地の面横

を加えた民有地全体の土地利用と人口は 〔表-2〕のとおりである｡この結果民

有地の人口は, 122,340人,戸数33,357戸となり,公団部分の人口 113,873人,

29,815戸を加えるとニュータウン公団施行地区の人口は,236,213人,63,172戸と

なる｡ (なお.この人口については,あくまで現段階における試算である.)
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2 計算の基礎～用途地域と土地+建築単価等との関係(収益計算用)

a 分 譲マンンヨ/ ナ タ パ キ オフィスビ ル (全階)商業ビル

㊧ H10m 漣東沖1525万賢ijB .30.

2鰻住専 (近碇センター)㊧ H15m 2530 25●30 45.50.5535 45.58.5535 I

住 Jl72T ㊧ 仙 2565%30 25●30 45,50,5556'35 45-50.5535

近憐輔-Xi-駅前センター㊨ (H2訂 ↓ 45.50.55癌~~了㌃~

商 紫 NTセンタ-㊨ (Hl3ir H2010%100 45■loo.2伽 45100-2恥→

敷地両hliモデルケース 2相■ 和書 4m)'I 400* 孤0-3JX)I 加 -川00JI
専有面椛 店151旺gM 10.5～P 80Erlfl 80-II (7̂-一日

専有面frf牢レ'タブ 比 100% 100% loos(2階晦下は別)95_5% 81.6%80% 傭 早7&70%(75.抑/ ル ′

＼＼ 100万円/I 100 方FTII＼＼
6.500附4,200 4.かON■(壬5.mOFIIJI) 7.伽 JyllF...7.∝沖一

預 ワ 金 3BRI1 - 店制 兼帯Q)仙%(70-80)建築律の(50ー 60% 70%(60-紺ー

2ナJIITJl 2ケ月

(礼金) 取り放し企 7万PtI#1.Jl

必 輩 25% 25% 30% 30%

空 室 0_5ケ月 0.5ケ月 1ケ月

8%年 ＼＼ ＼ 借入金=建築Y卜保証金
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分譲マンションの総括表 (その2)

○

H-15-20m
El鞭 +収益性 十 人Ej計画 ◆ 三位-体

◎区画C,4区画×80坪-320坪(1,058mr) ◎○戸当り床面柵 100m･(3025坪)

S A X N -400q(1,322q) o d 専有面柿 80m'(2420坪)

6 . r -480.(1,587k) 0専 有 面 輔 率 80%

⑳土地利回り 0862857×客柿平

人 口密 度･ ･ 380×各棟率

◆土 地 単 価 ･ ･･35万円/秤

建 築 単 価･･ 45 〝

分 召来itL価･･ ･100

戸当り人口 3.8人/戸

◎答柿率 ･土地利回り.人口密度の表

1措床面 4戸 5戸 6戸 建 いぺ 卒 容積率% / 土地利回り / 人口密度人′ha121坪 151.25坪 181.5* 5 4 階 建 3 階 建

敬也面柿 320坪 56.7% 283.6% 226.9 170.2

1.447人/ha 0.958 0.469
1,078 862 647

320坪 47.3% 236.3 189.1 141.81.039 0.632 0.224

898 719 539

400坪 45.4% 226.9 181.5 136.10.958 0.566 0.174

862 690 517

320坪 400坪 480坪 37.8% 189.1 '151.3 ◎ 113.40.632 0.306 -0,222

__"______" __7_1_9｣ 575 431

480坪 31.5% 157.6 ㊥ 126.0 94.50,360 0,087 -0.185

599 479 359

400坪 30.3% 151.3 121.0 90.80.306 0.044 -0.217

575 460 345

480坪 25.2% 126.0 100.8 75.60.087 -0.130 -0.348



5糸括衰亡>ゲケバ千分譲マンション
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総 括 表 (その2)

オフィスビル賃料 保 証 金

｢ ー ｢ -
千円/坪 71円/秤

6.0ト西 西2西3西. 30>四 十放念6月
HI Jj1

25>

55>西,西6東 東2側 23>西2西 3
口1 内1

54> 桜 20ト西?西.
水
MT1

5.2> ･関 2 17> ･関3

50>西,西8関3 15>西･- 桜2

4,8■ ･ 関.例5 13■･酉. 側2関4恥 関7

45>l ･関6朋7桜2

:::l 胤 ;:L 眺

マンション分譲単価 20015PLJ/坪 150 100 50
▼ ▼ ▼ ▼
ほ7 1一8
完成 ー41130

ー37.｣斗

4. 〝 石川町 6〝 .X 128 12l5. 〝 大 森 3〝 l24 116

4X 1221○5 879797 69
0 108川2
.B

完成.X
% 9588

一ヽ 9387

■ヽ 92 76

% 8782

15.小 rB 急大 和 7′′ % 8269
16.氷 海 迫藤 沢 4〝 1. 町72

4X 8l) 62

18.常射 線私 有 17 ,′ 潔 73676B19. 17〝 -X

完成 615

.X 6659 1% 595一l52
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J 港 北 ニ ュ ー タ ウ ンの 中の 土 地 利 用 を､ 何 故 今 か ら考 えな けれ

ば な らな いの で しょ うか E,

土地榔nをJ:えTjけ√uLTJL311いのは 退っ〔釆る土地 (枚他といいSす)をLM_
VJり売り用地としてI=け背入るのではTJく 不Jl産t主管rJとの方法t=よって 地毛の

I Fl分 の 土 地 で あ L)なが ら､何 故 土 地 利 用 や . 色 々 な規 制 を考

え な けれ LflJ:らな いの で しょ うか ｡

IL何 故 今 か ら土地 利 用 4･考 え て お か な けれ ば な らな い か とい う

こ とにつ い て は. だ い た い理 簾 出兵 乏 しf:の で ､ 生 活対 策 と

して不 h 女 鹿 宮 を行 うq 合 ､ 注 * しな けれ ば な らな い 点 吐 ､

どん な こ とで す か｡

土地をTと朋して 人糊や1占の1号折目 ところ)をよかfiつて行こうとするIJlナ 土地

あり こTLが大l･IJJtとrjL)Sす.今年は口かつたが 31

うよう(Jbのけt,th九.it来ません.生泊り鞍としてE3

7.-■1 4_ll:J:■ l■tIhI tJl lFt■

lE f3枚といった多くのJTJ渡かつ 打合的E:棟il

用i蔓性LA

K11池の大鉢骨は 前日tllk;群用地放 し漣ぺい可10% fr川Zf:ふ0%)という

用iir地LAが爪硬さ11ることEこrJるとBiいよ寸.

Llるため[:け Ii地rhfkEこほほ等しいI五紙の鐘d]lAがiI平とfjり 荊1はt的.神
川地hAの右肺I二引)0.では -左の投射 呆甘性そあけることEl.LIl釆Sttん.

Jll)垂他姓が拍hLlれることがゼ羊とrJり辞す,

t]RlのrLQ喝
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■ これ で ､ 港 北 ニュータウ ンの 中の 土 地 利 用 を考 え ĵけ 九 tflJ:

りな い とい う こ とが ,地 元 の 生 烹 対 苛 に とっ てさ め てJ 事 rJ

こ とで あ る, とい う* 味 が わ か りま した｡ そ れ で は . 人 口 ･

日照 Z*牡 採 X 性 fJ.との 伺 畦 を同 時 に群 決 す る良 い方 法 が

a)り ます か.

班 ㊨T1,..■// -

㊨ .知1/ -

/'.わ

I/@L@ /I/@L@ /

-43
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1lHIとL,,ているので ■■お人を七人I+l
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第 7部 会

農的土地利用と屋敷株の保存



吹

1.ま え が さ

2.農的土地利用 と緑地制度

3.集合農地の考 え方

3.暫定的農業継続についての調査結果---- -53

5.農的土地利用 と地域共同体 ･･ -61

6.集合農地 と人口計画

7.農的土地利用の新 しい役割 62

8.線のセンターの機能 と

9.屋敷林の保存
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1 まえがき

昭和48年度の第4部会では,土地区画整理事業完了後の空間地利用のうち,巌

的利用形態を検討課題としてとり上げ, ｢集合農地｣としての土地利用を提案し

てきた｡(｢新しいまちづくりのために｣48年度報告告参照)

しかし,この提案は,良好な宅地の供給を主眼とする土地区画整理法との兼合

いから,かなり難しい提案であったわけであるが,その後,横浜市に ｢横浜市農

業緑地の保全に関する要綱｣が定められ,-万国においては, ｢生産緑地法Jが

制定されたため,これらの制度の検討を行うと共に農家の意向調査を行ない,空

間地利用としての ｢集合腰地｣の位置づけを明確にしたO

具体的には,農的土地利用と緑地制度の関連,集合農地と地域共同体のあり方

の検討,アンケー ト調査の実施とその分析,緑のセンタ-の機能と機構の検討,殺

後に屋敷林の保存について,関係者から意見を聴取して検討を加えた｡

ともあれ農的利用地や屋敷林は,ひとり農家サイドの問題ではなく都市空間と

して,自然環境の維持や新旧住民の交流の場,あるいは子供の教育の場,そして

災害時における緊急避難空間としての重要な役割を併せてもっていることを再認

言放すべきであろう｡

なお,この部会は49年度から第4･第5部会を統合し,第7部会として ｢段的

土地利用と屋敷林の保存｣をテーマに新たに発足したものである｡

2.農的土地利用と緑地制度

ニュ-タウン開発地区内における換地後の空間地利用としての農的利用は.こ

れがニュータウン建設完了までの過渡的な土地利用の一形態であれ,宅地化を目

的とした土地区画整理事菜の中で,民有による緑地空間の保全は,郡市と農業に

新しい課題を提起することとなろう｡

公園 ･緑地等の公共空地と有機的関連のもとに,住民に対する環境機能,並び

に農業と都市住民との最端交流機能の役割を果すと共に,生鮮野菜等の供給源,

転業の難かしい農家の中 ･高令層の働きの場としても評価されるものである｡

しかし,緑地空間を農地として生産行為を通じ常に適正に管理しようとする場

令,市街化区域においては,農業収益に対する土地税制が問題として生じてくる｡

現行の土地課税制度下にあっては,造成後の土地がたとえ農地として耕作を行

っていても,宅地並み課税の適用を受けざるを得ない｡
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この場合,農的土地利用を図っても,特殊な利用以外は,その収益では経営収

支の成立しないことは明らかである｡

この土地税制に対応するため,現在実施されている二つの緑地保全制度の比重交

を行ない,農的土地利用地に緑地制度をどのように即応できるか,検討を行って

みた｡

両制度の対比は表- 1のとおりであるが,この概要は次のとおりである｡

昭和49年度より実施された市の虚業緑地制度と,昭和49年 6月に成立した生産

緑地法は,虚業生産行為,食桜供給,環境保全の点から同一視しがちであるが,

両制度のE]的は.その発想が基本的に相違していることである｡

農業緑地制度 (市要綱)は,市街化区域内に農地を所有,又は耕作する意欲あ

る農家が農地に宅地並み課税を受けた場合,農業経営は継続し得ない状態に追い

込まれることを重視し,意欲ある農家に農業継続可能のため設けられた奨励金制

度であるo従って,農家として経営可能な農地面積を所有する農家に限定し,市

街化区域内優良農家を保護しようとするものであり,都市空間としての環境機能

は,2次的効果として考えられていると解釈すべきであろう｡

一方,生産緑地制度 (法律)は,都市空間としての環境機能及び公共用地等の

予定地として,都市の土地利用計画の調整機能を農地等に求めて,空間の保全 を

暫定的に図ろうとするものである｡

従って,計画的な都市づくりの地域であるため都市施設の整備に支障を及ぼさ

ないこと,土地利用の動向,人口及び産業,将来の見通しに立った土地利用を図

ることを必要としている｡

･また,土地区画整理事業の施行区域については,道路,下水道等or)基幹的公共

施設が整備され 投下資本の効率的活用を図るべき性格を有するため,特に期間

の限定をしている｡

農地の所有についても,個々の経営面柿を指定しないで,面的確保による空間

土地利用の調整の面が強調され,JA斐利用としては過渡的形態を前提とされてい

る｡

以上,両制度の概要をのべて見たが,いづれにせi:段的土地利用を図ろうとす

る場合,農業収益と土地税制との関連は不可避であり,特に,10年以上にわたり

利用しようとするときには,制度の適用を充分検討する必要があるo (表1 1参

輿)
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3 集合農地の考え方

集合農地の基本的考え方としては

(∋ 農業継続に意欲ある農家｡

② 複数農家による農地の集合体｡

③ 一団地面梯街区単位｡

(彰 10年+Oの利用期間｡

これらを総合したものが原則となろう｡面的まとまりとしては,複数農家の集

合体,並びに農地としての利用空間等を勘案し,-団地が0.5-0.6ha(街区単位)

に集合することが望ましい｡

これら街区単位の集合農地を更に連続し,公園,緑通.高級住宅予定地等に隣

接して配置することにより,農業利用としての効果,永続性を一層高めることが

できる｡

図一 1の想定図は,農的土地利用のあり方を想定して描いたもので,この想定

を基本として,更に細部にわたり地形や将来の利用に対する意向を(み入れて,

町別又は,地域別に拡げた農業利用としての位置づけを.農家の創意工夫により

もっと内容の充実したものを実現していくことが出来よう｡

また,集合農地は,単なる資産保持でなく,長期に農業継続の場として確保し

ようとする農家集団であるので,一人の脱落が全体に及ぼす影響が大きいC集合

農地に参加しようとする農家は,互いに協力し合うためにも,Fl主的な農薬協定

を結び優良農地としての維持を必要としよう｡

協定の内容の一案を示せば,次のようであろう｡ (次頁参照)
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港北ニュータウン開発地区内の農的土地利用のための協定書 (秦)

1 日 的 この協定の目的は都市と農業との調和を前提とし,開発地区内

の土地の段的利用と環境保全を図るため,土地造成後10年を目標に自主的な

農業利用協定を締結するものとする｡

2 協定の締結 開発地区内に農地等を所有する農業継続に意欲ある農家全局

の合意により締結する｡

3 生産の範囲 農業緑地空間の保全をEglるための生産及び使用を原則とする

4 位置及び面積 別添E]錦に定める農地地域及Ul面積｡

5 協定期間 協定の日から造成後10年を経過した日までとする｡

但し,協定後,法による地区指定その他市長との保全契約が行われた場合

は,地区指定又は契約の日をもって,本協定を切替えるものとする｡

(2) この協定は,協定のあった日以後において,当該協定地区の権利者となっ

た者に対しても,その効力があるものとする｡

6 協定の変更及び廃止 この協定にかかる期間の変更及び協定違反があった

場合の措置を行おうとするときは,協定者全月の合意によらなければならな

い｡また,この協定を廃止しようとする場合は協走者の過半数の合意による

ものとする｡

7 一部解除及び制限 協走者のうち,止むを得ない理由により,地域の一部

を解除する場合は,事前に協走者全員にはかるものとする｡

8 そ の 他 換地による土地の位置.または,両横が協定による土地利用予

'定位置または,面積と異なる場合についても異講の申し立ては行わないもの

とする｡

上記協定の締結に同意します｡

昭和 年 月 日

住所 氏名
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(表-1)農業緑地制度 と生産緑地制度の比較表
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榔市計画の地Ig指定 (lJ'rT有者､権利者全1-1同意)
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4 暫定的農業継続についての調査結果

今回の調査は,区画整理事業完了後も暫定農業継続意向をもつ農家の実態把握

に主眼点を置き,特に,農的土地利用の場を換地計画案に反映させようと意図し

た｡そのため農業協定,一定規模の団地等の制約が影響し,回収率が低 く,回答

者も集合農地希望農家にしぼられた傾向にある.

従って,一般換地による散在的な股的土地利用意向の鹿家実態を把握できなか

ったきらいがあるか,長期農業継続意向農家の傾向は,ほ ♪ゝつかみ得たと思われ

る｡

調査結果による集約のあらましは,次のとおりである｡

4-1 農業継続の意向

(1)継続希望鹿家数

港北ニュ-タウン地区内において,区画整理事業完了後も農業継続を希望する

虎家は,第一地区104戸,第二地区143戸,地区全域で247戸を数える｡

その町別分布は,第-地区では北山EEI町が33戸で希望農家数の約32%を占め,

続いて牛久保町23戸(22%),更に,東山田町,南山田町,中川町が各々16,15,

14戸と13-15%台の構成比を示しており,以上 5町で, 101戸約97%を占め,大

棚町は3戸となっている｡

第二地区では,荏田町34戸 (24%)折本町21戸 (15%),茅ヶ崎町19戸(13%)

と,この3町で74戸希望農家数の52%を占めており,以下川和町17戸 (12%).

勝EEl町16戸 (11%),池辺町14戸 (10%),新羽町及東方町各7戸,川向町4戸

新書田町3戸,佐江戸町 1戸となっている｡

(2)希望助成制度

助成制度の希望,選択をみると ｢助成制度の有無に拘わらず継続したい｣と強

い農業継続意志を持つ農家屑は,節一地区20戸で,このうち半数の10戸が北山EEI

町に分布しており,また,第二地区では49戸と第一地区より構成比が高 くなって

いるが,その分布は折本町の11戸を殺高に,荏EEI町 7戸,川和町6戸,茅ヶ崎町

新羽町,池辺町,各5戸と比較的分散している｡

以上,この農家層は地区全域で69戸,継続希望農家数 (247戸)の約28% を占

めている｡

また,助成制度の選択傾向をみると ｢生産緑地制度によりたい｣とする農家は

全域で38戸､地区別内訳では第-地区23戸.第二地区15戸てあるが.特に第-也
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区の北山田町は13戸と,この制度を希望する農家の 3分の 1余りが集中的に分布

している｡

一方, ｢農業緑地制度によりたい｣とする鹿家は,全域で48戸 (窮一地区23戸

第二地区25戸)であるが,特に節一地区の牛久保町に20戸と多く続いて,第二地

区の勝臼町が11戸と両町だけでこの制度を希望する農家の65%が分布しており,

あとは荏田町の 5戸を除き,各町とも1～2戸程の分布をみるにすぎない｡また

｢どちらでもよいからそれによりたい｣及び ｢どちらとも決められない｣とする

農家屑は,助成制度の選択に際し,ほ 同ゞ一意見を有するものと思われ.これに

希望制度の不明農家を加えて,その分布をみると全域では,62戸にのぼる｡これ

は, ｢何らかの助成制度があれば継続したい｣とする鹿家屑 (110戸)の56%が,

助成制度の選択に際し態度を保留して希望制度の表明を避けたとみることも可能

であろう｡上記希望制度の不明農家は荏田町 (12戸),北山EI町 (9戸),東山EEI

町 (8戸)等を中心に分布している.

更に,継続意向を持ちながらも,その内容が不明な農家が全域で30戸もみられ

る｡

(秦-2) 継続希望農家の内訳 〔図一3参照〕

地区削希望内容 全 地 区腔哀歓 比 率 農家数 比 率 農家数 比 率

20P 19.3% 49戸 34.2% 69F' 27.9%

生 産 緑 地 制 度 に よ IJT=い 23 22.1 15 10.5 38 15.4

農 業 緑 地 制 度 に よ l)1=い 23 22.1 25 17.5 48 19.4

6 5.8 12 8.4 18 7.3

8 7.7 14 9.8 22 8.9

希 望 制 度 不 明 12 ll.5 10 7,0 22 8.9

12 ll.5 18 12.6 30 12.2

4- 2 A菓継続予定期間

農業継続の予定期間についてみると,10年以上20年未満が 160戸,20年以上が

51戸であり,10年以上が回答農家数の85% を占めている｡
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(秦-3) 姓続予定期間の内訳 〔図-4参照)

地区削那 1 地 区 ･T,2地 区 全 地 区

農家数 比 率 #<濠数 比 率 農家数 比 率

20 年 以 上 12戸 ll.5% 39戸 27. 2 9̀ 51P 20.6%

83 79_8 77 53.8 160 64.8

4 3.8 20 14.0 24 9.8

無 回 答 5 4_9 7 5.0 12 4_8

汁 104 100 143 100 247 100

4-3 集合農地希望面積

廃合農地希望面積は,第一 ･第二地区全域で5,808.5a(従前土地面積)にのぼ

る｡

この内訳を町別分布でみると.北山田町に希望総面柿の19%に当る11.05ha,荏

田町8.05ha(13.9%),茅ヶ崎町6.30ha(10.9%)と上記 3町で約25.4ha希望紙面桃

の43.7%に達している｡続いて南山田町4.85ha,析本町475ha,牛久保町4.69ha

とほぼ同規模で3町が並んでおり.以下,中川町3.50ha, Jll手口町,池辺町,東山

田町,勝田町が2ha台,新書田町,東方町が 1ha台, 1ha未満が新羽町,大樹町

大棚町となっている｡また,農家 1戸当りの平均希望面横は,地区全域では26.5

a,地区別平均では.第一地区27a,第二地区26aとほ ､■同規模である｡

ち引こ希望面積規模別に農家数の分布をみると,地区全域では ｢10～20a未満J

規模の64戸 (構成比26%),及び ｢20-30a未満｣規模の59戸 (24%)を中心に

分散しているが,この規模以下 (10a未満)を希望する農家は13戸(5.3%)と少

なく,むしろ ｢30-40a未満｣41戸 (16.6%),｢40-50a未満｣17戸 (7%)と

平均規模より大きい面積を望む農家屑の比率がや 高ゝ くなっておリ,｢50-100a

未満｣規模を希望する鹿家が23戸も存在している｡
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4-4 集合A地と自宅との位置

この設問に関しては,無回答農家が希望農家数の過半数 (54%)を占めておl)

これは設問自体に無関心な農家,及び何らかの意味で横極的に回答を回避した農

家がかなり多くあったと考えることが出来るだろう｡

'回答農家 114戸のうち ｢集合農地に隣接した場所に自宅を移築又は新築したい｣

とする農家は48戸 (構成比42%),｢位置関係は特に考慮の必要なし｣とする農家

は66戸 (構成比58%)と,や ､後者の方が多くなっている｡

町別分布を検討すると,大部分の町で後者を選択した農家が前者のそれを上ま

わっているが,例外的に牛久保町,北山EB町,南山EEl町及び荏田町では前者が後

者を上まわっており,この4町だけで48戸のうち38戸を占めている｡

(図-6参照)
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5 農的土地利用地 と地域共同体

ニュータウンにおける暫定的度的土地利用は,農業に意欲ある兼業農家,又は

転職の困難な中高令層の農民に生産の場として,農業生産を通して住民との交流

接点の役割を果さなければならない｡また,地域住民への緑地空間の提供をも兼

ね合わせたものでなければならない｡

農家個々が,単に,地目上農地として所有することなく,枯極的にニュータウン

に対応した土地利用形態を考えると共に,農業本来の相互扶助を生かした農家同

志の連帯をもつことが必要である｡即ち,集合農地による生産圃場を中心に,地

域住民を対象とした野菜直売,貸農臥 植木花き見本園等を配置し,これに周辺の

短期農的利用地を包含した単位共同体を構成し,農家間の連帯を持たせるように

する｡

この一単位共同体を軸として,それぞれ他の単位共同体との連繋を図り,濠終的

には開発地区全体の連帯ぐと発展させることが必要であろう｡
また,他方では虚専-パイプを通し都市農業と地域住民との交流接点として,

橋渡し役を果すことにより,農業への理解を住民が高めると共に,都市的土地利

用の推移に合わせた計画的土地提供を共同にて行い,都市との調和,共有を図る

ようにすることができよう｡ (図一7参照)

6 集合農地 と人口計画

ニュータウン計画は,魅力あるまちづくりのために,計画人口の想定とこれに

合致した公共 ･公益施設の整備を行 うものであり,計画人口を上回る住'宅利用は,

結果的にニュータウンの生活環境水準を低下させて,適正な日常生活も困難にな

る床れさえ生まれて来る｡従って,土地利用と人口の配分は,事前に計画的に定

めておく必要がある｡

集合農地は,この土地利用の一つとして考えられているもので,集合農地の存

続出来る限りは農耕の場として利用することになるため,人口がはりつくことは

ない｡

しかし,人口酉己分を考えて置かないと,将来,集合農地としての役割を終えて

宅地に転化しようとしたときに,人口がすでにオーバーし,建築が規制されたり

また,農地として据置きのま､他用途に利用出来ないと云う虞れがある｡

そこで,集合慮地も始めから住居用地として想定して考えなければならない0
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このことについては,第6部会において検討がなされているが,集合農地の確

保にあたっては,ニュータウンの都市的土地利用計画に阻害を及ほきない位置に

場所を選定することが前提となるので,土地利用計画の面からも,第 1種住居専

用地域内に配置することが必要であろうO

このように,人口配分のなされた土地を集合農地として利用することにより将

来への不安を除去し,利用者全員の農業協定に基つ く農業利用を図ることによっ

て,緑地制度-の対応も図り得ることがてきようo

将来,集合農地としての目的を果し,他用途に転化する場合には,なお.存続
しようとする他の集合農地に影響を及ほきないよう計画人口,その他を建築協定

によって取結ぶような配慮が望ましい｡

7 農的土地利用の新 しい役割

ニュ-タウン地区内における農的土地利用は,過渡的な土地利鞘として,農家

の所有する土地か住宅用地等の都市的用地に転化されるまでの間,兼業農家とし

て農業に意欲ある人,転業の難しい中高令屑の人に農業継続の場を確保し,その

有効利用により,遊休地の防止と地域の環境保全,緊急時における避難場所,あ

るいは住民との交流の場に役立てて行こうとしているものてある｡

また,一方農家の現実性から考えると,造成後における農業への要求も,各地

区の地域性個々の農家構造,非農業との関連性に大きく左右されている｡従って

本部会ではその利用についても,農業に意欲ある人に対する集合農地利用と一般

換地による暫定利用の二つに大別して検討を行ない,その方向を示してきた｡

ーしかしながら,宅地化を目的とした事業の中て,これが暫定的であるにしろ土

地としての農地とそこて営まれる農業および農民について,非農家側から次のよ

うな見方がされることを考慮して置く必要があろう｡

第-は,この地区の農地は急速に都市的土地利用に転換させるべきであり,農

業的利用の必要性は少ないという考え方である｡鹿家は土地を生産手段として利

用することにより資産として期待しており,容易に土地を手放さないから半強制

的に利用転換させるべきであるという見方である｡

第二には,少くとも10年,長けれは20年も,経過的に空閑地として残る可能性

を含んているため,その間これら土地を遊休地として放置することなく,好まし

い農地としての状態に保ってほしいとする考え方であるO

この地区の農業を都市側にとっても,好ましいものに選択的に育成してゆこう
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とするものであるo

いづれにしろ,以上のように開発地区内の農地には,従来の農業とは別の緑地

としての役割を付加されることとなろう.

農的土地利用地といえとも,ニュータウンによって造成された新たな土地は,

膨大な直接 ･間接の公共投資を背景に,更に民間投資の積み上げによって支えら

れるという土地価値の再認識が必要である｡周辺と調和がとれ かつ,その上に

他の既存の投資価値を高める土地利用をはかってはじめて周辺居住者の支持をう

る好ましい土地利用であり,よい環境の場として認められることとなろうo

市街化,住宅化は農業生産にとってマイナス要素が非常に大きい｡このマイナ

スをカバ-し,プラスにどのように宏化して行 くかが,農的土地利用を図る最も

大きなポイントとなろう｡
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8 線のセンターの機能と機構

昭和48年度の第4部会の報告書では, ｢緑のセンタ-構想｣を提案しているが

その機能は,都市虚業の指導育成と共に,新旧住民のコミュニティー .センター

としての役割を持つものであるD

ひとくちに, ｢都市農業の確立｣あるいは, ｢緑の保存｣と叫ばれているが,

都市の中で行なわれる農業がいかに様々の問題をかかえているか,また, ｢緑の

保存｣がいかに多くの熱意と労力と費用を要するものであるかを,このセンター

を通して新旧住民の間に共通の理解を得ることができよう｡

さらに,′ト･中学生や一般家庭を対象に ｢緑化教室｣あるいは ｢匪Ⅰ芸相談｣な

どを行い,農業や緑そして自然に対する認識を深めていくことができる｡

8-1 線のセンターの機能

緑のセンター構想の理念は,次のような具体的な機能を通じて,都市の住民が

農業に対する理解せ,緑や自然に対する認識を深めていくことにある｡

そして,それは地元住民と新しい住民との接触の場であり,両者が融合し合う

場でもある｡その姿は,やがて都市と農業の共存の場となるであろう｡

① 都市僅業の指導育成の場D

(参 児童の教育の場.

(参 農業公園としての場｡

④ 住民交流の場｡

(9 市民の実験農場としての場.

⑦ 農業の再認識の場 (感覚-実践へ).

(む 自然への直接参加の場｡

このような機能をもつ,緑のセンタ-の経営形態としてほ,農家経営形態方式

による土地の利用管理が考えられるが,これは,かつて行なわれた複合経営を基

本とすべきであろう｡

8-2 線のセンターの管理機横

線のセンターは,前記したような機能を有しているので,この機能に対応する

機構が考えられなければならない｡

そこで,これらを概ね充足する管理機構の案としては,図-8のようなものと

なるであろう｡
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8-3 センターの事例

名古屋市農業センター

1 概要 者耶lJ農業という特殊な環境にある名古屋市の農業の振難をはかるため

昭和37年度に用地35.000平方米を買収し･38年度から諸施設の建設工rliに着手

し.40年4月1日段業技術の研究及び指導を行なうとともに.公園的,教材園

的色彩をとり入れた農業センターとして開均し,広く一般市民に公開して,堤

業知識の普及向上に努めており.年間 100,000名の大増額を数え特に抽近では

ギ二重の自然科学研究の二場として.また各種団体の参観コースとして多く利用さ

れそのE]的を果している｡さらにユニークな施設としての完成を目指し43年ま

でに隣接地約48,000平方米を買収し44年度より拡張工事を進めておi),今後は

J;&業公固として間辺緑地との一体化をはかI)充実した施設を全市民が有効に活

用でき親しみのある農場として拡張計画を立てている｡

また郁市周辺農地の遊休化に対し農地管現両での効果的活用方法を研究する

ため市民菜園 (貸堤園)を45年4月より開園している｡

所在地 名古屋市昭和区天白町大字平針字黒石｡

2 敷地画桟 82,773平方米 (25,043坪)

3 施 設

(1) 管理施設 本 館 1校 (事務邑 会議室,講習室.実験も)

付･,I-hr施設 3托 (車偉,公衆便所2校)a

数 年 場 1ヵ所｡ ボ ン 78宣 2枚｡

冷 蔵 凍 1棟O 給 水 塔 1-)iE｡

収 納 舎 1枚｡ ボイラー重 1棟｡

噴 水 1#O

休 憩 所 4hp7-T(レスト-ウス･売店 ･ふじ棚 ･傘形休憩所)

(2) 園芸施設 果樹園 37C(ぶどう114,なし7a.みかん4a. もも34.りんご

5い く-)30.かき4a)O

そ菜摘 160(染菜.根菜,果菜.職羊野菜等の放培試験).

2a(rTq李の花壇用草花類の展示苗圃).

花木園 3a (バラ.ボタン.ツツジ.ボケ等60柁類)｡

花 壇 56D(沈床花也200.植込み花壇10B.平而花fii26a)O

庭園樹木 187純鞘 4.890本(秩)I)んご並木を含む｡

芝生広場 5,322m三｡
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展示大温室 287mI(観葉植物,洋ラン等 124稜)｡

花き温室 533m2(観葉温室99mz,鉢花温室99m',切花温室 269

mt,サボテン温室66m2)O

そ莱温室■459mz(普通温室 198mz,砂耕温室99mz.襟耕温室

162mz)｡

ビニール-ウス 439m'(そ菜 307m～,花き 132mり｡

し い た け 園 10,000本｡

梅 林 閲 1,100m2(6種類)｡

竹 林 園 3,860mz｡

教 材 展 示 園 14匝】場｡

市民菜園管理室 1 棟｡

貸 虚 Bl 80区画 (1区画10mz)｡

(3) 畜産施設 乳牛舎 3棟 (キング式牛舎)ホルスタイン種 牡 2頭｡牝12

頭｡

豚 舎 2棟 (種牡豚,種牝豚舎) ランドレース種 牡 1頭

牝 3頭

大 ヨークシャ種 牡 1頭

バンプシャー種 牝 2頭

緬山羊舎 1棟 コリデール種 牡 1頭 牝 1頭D 日本サーネ

ン種 牝 2兎｡

鶏 舎 9棟 (育中経合,育成鶏舎,コロニー合,種鶏舎

ケージ鶏舎,無窓鶏舎). 柾 鶏 800羽.

試験鶏 500羽｡

家畜治療舎

小 卵 舎

堆 肥 舎

牧 場

鶏病検査室

飼 料 舎

サ イ ロ

飼料作物園

棟

様

様

弘

棟

棟

基

0

1

1

2

5

1

1

1

4



4 業務内容

(1) 園芸事業 そ業,花き,果樹園芸,林業等の栽培,増殖,輪作などの試験

研究展示を行なうほか資材,肥料,農薬の利用,土壌分析業務｡

(2) 畜産事業 種乳牛,豚,鶴の飼育,管理及び改良 種牡富の設置 (人工授

精｡)自給飼料の栽培展示,鶏病の検査研究等の業務｡

(3) 普及事業 一般農家に対 しては専門的な新 しい農業技術の普及をはかるた

め各種実地研究会,講習会等を開催する｡

一般市民に対 しては家庭園芸指導及び種苗の斡旋,市民菜園の貸付などのほ

か学童の自然科学の研究の場とするため教材園,自然観察園を設置する｡

(図-9)名古屋市農業センター楓汎図



9 屋敷林の保存

在来の大規模開発事業においては,や ゝi,すれば大造成が基本とされ 自然地

自然植生の保存については.あまり注意が払われていなかったOこのため.事業

完了後のコミュニティの自然環境は､少 くともかなl)の期間不十分な状態におか

れる場合も多かった｡

港北ニュータウン計画は.基本方針のなかに ｢緑の環境を放大限に保有する都

市づくり｣や ｢ふるさとをしのばせる都市づ くり｣をとりあげ,広 く地元住民 ･

市 ･公団の合意の上で計画がすすめられてきた｡この緑の環境づくI)は,現在の

自然地形 ･自然植生をできるだけ保存することが中心とfJ:って構成される｡この

ことは,横浜市港北ニュータウン開発審議会の答甲や,神奈川県都市計画地方審

議会の意見としてもとりいれられている.

そこで､この ｢緑の環境づくり｣の一環として,･星敷林の保存が考えられてき

た亡

9-1 屋敷林の意義

港北ニュータウン節米完了後の土地利用の中で,公共用地はもちろん,集合住

宅や独立住宅地などの宅地内においても自然地形自然植生の保全についての配在

が行われ 公共用地では公臥 緑地などの計画にこれを生かし､公団用地では,

集合住宅用地内にこれを組入れるなどの方法がとられているが,民有地において

も主として在来の農家の英語が現位置に保存可能な区域については,その家屋の

背景となっている周囲の自然地形 ･自然植生をも保有して.その伝統的な雰囲気

すなわち周辺の自然と調和し,たた､ずか ､,居住環境を保存することを計画したO

そしてこの背景の緑の環境を ｢屋敷林｣とよんでいる｡

屋敷林は,単独に孤立することなく公臥 緑札 塊合 性宅 地内の 自然地形,

植生と連けいし,体系化されることにより,都市全体の環境水準を高め品位を向

上させる意義をもっているということができる｡

広義の屋敷林と考えられるものに,神社,仏閣の背景の自然がある.ニュータ

ウン区域内の社 ･寺は原則として現況保存L,緑の環境づくり･ふるさとづくり

の骨格としているO

狭義の屋敷楓 つまり純粋の民有宅地の裏山としての屋敷林を計画している場

所は.おおむね南山田地区.北山田地区,の各 1カ軌 それに両地区にまたがる

1ヵ所の計 3ヵ所である｡
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このような民有地で住宅地に付帯する屋敷林の場合には,個々の場合の土地条

件,所有関係.利用状況7LJ:どが必ずしも一様でなく.画一的な計画や処理方法に

よることは必ずしも適切では7LJ:い｡そのため緑の環境つ くりの基本方針に沿って

屋敷林の保有の方向が,土地所有者や権利者の意思と一致しない場合には,例え

ば平地の利用密度の高度化を考えたり,場合によっては土地所有関係の再編成

(市 ･公団所有予定地との間での変更など)をも検討した上で､屋敷林の保存の

方向を見出し,緑の環境づくりの基本方針を守っていくべきであると考えられる｡

なお.この場合自然保護にあたっては公的な助成措置等についても十分検討が行

われる必質があろう｡ (衰-4参照)

9-2 自然地形,自然植生の保全体系

港北ニュータウンの緑の保全体系は,公園,緑地,広場.弟合運動場,校庭,

集合住宅地､などのオープンスペ-ス,さらに歴史的遺産.社寺,高台,屋敷林

酎林地などを歩行者専用道路,及び緑道で結んだ体系,いわl匂るグ))-ンマ トリ

ックスの二つを組み合わせた体系を考えている｡

従って,この緑のネットワークは次のエレメントで構成され,これらのエレメ

ントをつないで,緑のネットワークを葦[%惜 し保全しようとするものてある｡

(表-5)

種 別 内 容

公 GiI 保全する. 約50ha

緑 地 する○

公 始 同 地 学 校 7:.1校の一部､′ト Lt'学校の一札 JJ主食運動城

公 団 用 地 約 20ha

民 有 地 て保有する.
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(秦-4)開発地城内の屋敷林保存のための緑地制度適用比較表

自 然 山 林斜面接地の保存 名木古木の保存 緑地保全地区 保安林(保健 .風致)

目 樹林地草地水辺地岩石

帆
保する. 埠を確保する.

生育が鮭全で桝谷がす ー米陸風致があると'S硯 一

該

当 %以上おおっているこ

要 と.

件 新税がすぐれているむの.

指 郡市計画区域-爪知事

症 所有者との臭約-指定. 普(保存葵約)-指定○ (指定榔市は市長) (権限委任)○

行 1_樹木の生立する土 1_許可行ゐ(1)雄牛物 1.許可行鵜(1)立木竹
の新和改札 (2)土地形 の伐採.(2)立木のJj'Ll好
質の変更｡(3)木竹の伐 (3嫁富の改札 (4)下lt.i

め 遥 ｡ ..- 川.(禁止) 揺.(4)埋立干拓○ 落葉落枝の採乳 (5)土

の 4.所有権の移転増益 2_保存に関し支障が 2.届出行掬(1)HB市計画区域を定めた時すで(2)非,trLP,-災=Eの鈎の応急 石､桝根の採札 (6)Fm変更.l

刺 臓の設定をするとき)拝

帆

捕 1.弟励金 (固定溌 1_奨励金 (1本につ 荊5集の許可が守謀られ 1.固定茨産税不動産
失 産税+都市計画税). き3,000円).
# 増与税が課税されない.

爪

揺初 ～7割の控除.

検討 確実な方法であるが､ 指定がかなり矩しい.

事項 すい (協定保存)

他姓 森 林 法.
汰 る条例.
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第 8 部 会

地元参加によるセンター計画
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6 センターの開発と地元参加
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ま え が き

第8部会は,49年度当初に ｢センター計画と地元参加｣を,主要な研究テー マ

として発足した｡

しかし,先例からみても,ニュータウンにおけるセンタ-の成立は,相当長期

間を要していることや,センターに対するイメージが,各人各様であることから

作業への取組みが非常に雛しかった｡作業に取りかかった当初は,まさに ｢夢物

語り｣を語 り合っているような状況ですらあった｡

そこで,まず,センターについて各人が抱いているイメージの統一から始めた｡

それが,この報告書の ｢センターの役割｣としてまとめた部分である｡

次に,センターの位置や規模,センター相互間の構成,開発目標などについて

検討したものが, ｢センターの開発計画｣である｡

以下, ｢センターの設計理念｣ ｢センターにおける土地利用計画｣そして,地

元に最も関係のある ｢センターの開発と地元参加｣という順序で検討を重ねてき

た｡

特に,萩後の項目については,これまでニュータウンの開発に協力してこられ

た地元の方々が,このニュータウンの開発にi:る利益をどこまで受けられるか,

あるいは,今後の生活対策をこのセンターによって確立できるかどうか,という

ような重要な事柄が含まれているにもかかわらず,土地区画轄理方式による開発

であることからくる様々の制約のために,十分な解決策を見出すことが困性であ

った｡

これらの問題解決のために,この部会では,意向調査に基づくセンター地区へ

の換地設計を提案しているが,今後も施行者である日本住宅公団は,地元住民の

センター開発-の参加について,十分に住民の意向を反映させながら,センター

地区の換地設計を進めるべきである｡

次年度以降は,これまでに十分検討できなかった点やセンターの経営等につい

ても検討していきたいと考えている｡

2 センターの役割

港北ニュータウンのパンフレットには,センターシステムの中で ｢ニュータウ

ンセンターは,鉄道2駅を中心に公団施行第-,第二地区にまたがり,ニュータ

ウンの周辺を含めた地域を対象とした横浜市北部の中心的性格をもつ広域型のセ
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ンタ-てあるO他の4駅については,近隣商業施設,公益的施設を主体とした駅

前センタ-が計画されている｡

また.タウンセンター,駅前センターの徒歩圏からはずれた地域については,

近隣センターか6箇所計画されている｡｣ というような文章でセンターの構成と

性格を簡潔に表現している｡

これは,他の二ュ-タウンにおいても,名称の差こそあるが,各ニュ-タウン

の中にそれぞれがセンター計画をもち,あるいはそれを実現している｡例えは,

千里ニュータウン (大阪府下)では,中央地区センターと南 ･北地区センター,

それに19ヶ所の近隣センターがあり.4ヶ所のサ-ビス施設センターか配置され

ている｡

多摩ニュータウンでは,ニュ-タウンセンター,地区センタ-､住区センタ-

の3段ド皆構成のセンター計画をもっているQ

二 ､では,このようなセンターがニュータウンの中でどのような役割をもって

いるのか,また,どのような役割をもたせるべきなのかについて検討してみよう｡

2-1 センターとは何か

非常に初歩的な問いかけてはあるが,センターに対して各人がイメ-ジしてい

るものが個々バラバラであっては困るので,センターについての研究を進める第

一歩として二､から始めてみたい｡

広辞苑によれは. ｢センタ- (丑中央 ･中心 .･･(9それぞれの分野の専門的 ･

総合的施設｣となっている｡

従って,タウンセンターと言えは, ｢新しいまちの中心部｣ということであろ

うし,駅前センターと言えは, ｢駅前の中心地｣ということてあろうo また近

隣センタ-と言えは, ｢徒歩生活圏の中心となるようなところ-中心点｣という

ことになろう｡

二､で, ｢中心部｣, ｢中心地｣, ｢｢F',L､となるようなところ-中心点｣と言葉

を使い分けたが,面的な広がりの大小を若干意識してみたに過さないO

また,広辞lfEにいう⑤の専門的 ･総合的施設としてのセンターは,比較的なじ

みが深いところである｡いわく ｢文化センター｣, ｢スポ-ツセンタ-｣, ｢医蝶

センター｣なとの各分野における専門的,あるいは総合的な施設を指す場合かそ

れてある｡

そこて,ニュータウンにおけるセンターのイメージは,ほ ､ゝ想像てきるてあろ

うD既存の郡市の中でそれらしいところに当てはめてみると 'r]噂となって
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こよう｡即ち, ｢タウンセンター-まちの中心部-横浜駅西口周辺｣ということ

になろうし, ｢駅前センター-駅前の中心地-中山駅や綱島駅周辺｣を想像でき

るであろうし, ｢近隣センタ--徒歩生活圏の中心点-勝EB団地のショッピング

センター附近｣という具合に凡そ当てはめてみることができよう,

2-2 センターの役割

さきに例示したように,既存の都市の中てのそれぞれのもつ機能を仔細に検討

してみることによっても,各級のセンターがもつ役割を見出すことができよう｡

例えば,千里ニュータウン (大阪府)では, 3ヶ所の地区センターを配置して

いるが,いずれも鉄道駅を中心に専門店や盲貸店,飲食店,公共的施設,銀行,

オフィスビル,ボウリング場や映画館等の施設を配置している｡駅前には,数系

統から十数系統のパスパースと1,000台から8,000台程度収容し得る駐車場がある｡

これらの地区センターの中でも,28-クタールのセンター地区面積を有してい

る ｢中央地区センター｣は,千里ニュータウン全体のセンターであると同時に,

北大阪の副都心としての機能をもち,都心的雰囲気の高いセンターとして,規模

や施設密度についても十分に配慮して構成されている｡

近隣センタ-は,生鮮食料品を主体とするマーケット.日常雑貨品などの小売

店,飲食店,喫茶瓜 実答 ,理容店などの日常生活必需品,あるいはサービスが

得られるような機能を分担している｡

南北2つの地区センターは,近隣センターでは得られないサービスを得るため

の施設,つまり.規模の大きいス-パ-マーケット.専門店.高級飲食店,娯楽

施設,若干の業務施設が配置されている｡また,周辺の環境に合わせて北地区セ

ンターは,広場と緑を配して山の手風の雰囲気をもたせ,南地区センタ-は平担地

であるため,下町的な雰囲気をもつ商菓娯楽的色彩の強いセンターとしている｡

このように,千里ニューータワンの各級のセンターは,既存の都市の中心とは違

って計画的に造られたものではあるが,それはあくまで,既存の都市の中にある

｢まちの中心部., ｢駅前の中心地｣, ｢徒歩生活の中心点｣のそれぞれを数多く

分析し,検討した結果に基づいて計画し,建設されてきたものであることは言う

までもない｡それは,幾多の歳月をかけて都心的機能が集孝三盲されてきた新宿 ･渋

谷 ･池袋などの駅周辺の副都心としての機能や,このニュータウンの周辺にある

いくつかの駅前の機能,そして,市街化されてきた集落の中心点にみられる機能

と千里ニュ-タウンの各級のセンターを比較してみればわかるとおり,機能の面
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では,それ程の差違はないであろう｡

た､す, ｢つくられたまち｣であるだけに,機能的な面については充足されてい

るが,自然に集積されて出来上ってきたまちかもつ ｢人とまち｣とが心を通わせ

合うものが欠落していることは,識者が指摘するところである｡

そこで,多くの人達が各級のセンターに抱いているセンターのあり方について

次に検討してみよう｡

2-3 センターの望ましい姿

いま,既存の ｢まちの中心部｣で4人家族の者が,ショッピングを楽しんだI)

映画を観質したりして一日を過ごすことを想定してみよう｡この家族は,たまた

ま交通の不便な郊外に住んでいるため,マイカーで出掛けたとするO

まず,この家族が遭遇するのは,中心部へ出るまでの交通渋滞であろう｡それ

を何んとか切 り抜けて中心部に到着したとしよう｡そこに待ち受けているのは,

駐車する場所がなくて街の中をぐるぐる探し回る賓である｡やっとのことで,私

設の駐車場に入れることができたとしても.外に出ると,人,人,人の波である

子供は強く手をつかんでいないと迷子になりそうである｡どうにか映画館に辿 り

ついたが,長い人の列がてきている｡上映時間は迫ってくるのて気が気ではない

そこへ係員の人がきて ｢特別席｣ならいくつか空いているが,特別席券を買えと

いう｡仕方なく特別席を買って入るC

映画館を出ると,もう昼食の時間がかなり過ぎている｡昼食を済ませて追われ

るようにして食堂を出たが,まちには座わるベンチもなければ,疲れた目を癒や

してくれる緑も風物もない｡あるのは.境っぼい雑踏と派手な広告塔とコンクリ

T トの壁だけである｡この半日の行程でうんざりして,ショッピングも早々に済

ませ,疲れ切って渋滞している帰路につくことになるO

ながながと4人家族の一日を追ってみたが,凡そこれが,既存のまちの中心部

の現実の姿であろう｡

そこで,新しくつくられるセンターが,このような姿であってほならないし,

このような体験者が描く新しいセンターの姿を要約してみると次の図のようにな

るであろう｡
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(図弓)センタ-レステム
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3 センターの開発計画

港北ニュータウンのセンタ-地区は,後述するように(ヨタウンセンター,(参駅

前センタ-,③近隣センタ-の3つに区分して計画されている｡

これらの各級センターには,それぞれの機能に応じて商業 ･業務 ･娯楽 ･行政

文化等の施設が配置され,鉄道 ･道路等の交通上の要衝でもある｡また,ニュー

タウン地域 ･地区の中心的位置を占めるものである｡

特に,港北ニュータウン地域のほ ､◆中心に計画されているタウンセンターは.

30万人のニュータウン地域の住民に対するサービスは勿論のこと,更に広く,樵

浜市の北部地域の中心として,この地域も含めた需要に対応できるような開発計

画が考えられなければならないであろう｡

3-1 センターの段階的構成とその機能

さきに検討したように,センターに期待されてし?る機能とその望ましい姿は,

図1 1で示されたとおりであるが.このような多くの機能と期待とを一つのセン

ターで達成することは難しい｡

そこで,このような様々の機能とあり方を充足させるためには,複数のセンタ

ーとそのそれぞれが持つべき機能とサービスエリアをそれぞれのセンターが分担

して対応するような構成を考える必要がある｡

このため,このニュータウンにおけるセンターは,その機能とサービスエリア

に応じて前述したように,G)タウンセンター,(診駅前センター,③近隣センター

の3段階に分け,それぞれ分担を明確にした｡また,センターの段階構成によっ

て,各級センターが個々に独立して存在するのではなく,相互にその機能を補完

し合うようになり,センターの開発効果が最大限に発揮されるものと思われる｡

3-1-1 タウンセンター

タウンセンタ-は,EgI-2に示すとおり,このニュータウンのほ ナゝ中央に位置

し,早淵Jllを挟んだ両岸の台地上に計画されている｡

このセンターは,鉄道の南 ･北の二つの駅を中心に,都市計画道路,東方一北

山田線と中山一北山EEE線の間にあり,南北の境界は地区幹線道路によって区画さ

れたところに位置した部分の全部と総合公園に隣接した一部の区画をもって,タ

ウンセンターの区域として計画している｡

タウンセンターは,ニュータウン地域のみならず横浜市の北部地域のセンター

としての役割を荷うもののして計画されるべきであり,鉄道,道路については,
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それに対応し得るような密度と将来性をも考慮して計画すべきである｡

また,商業 ･業務施設や文化 ･厚生施設,あるいは官公庁等の行政施設につい

ても,高度に集中して設置しうるように計画配置されるてあろう0

3-1-2 駅前センター

ニュータウン地区内に設置予定の6ヶ所の駅のうち,タウンセンター内に予定

されている2駅を除いた4駅の周辺をもって,わかり易 く ｢駅前センタ-｣と呼

んでいるo (図一2参照)

駅前センターは,日常生活に密着した銀行,オフィスビル等の業務施設,スー

パ-マ-ケット,専門店,飲食店等の商業施設.あるいは,地区センタ-や警察

署の派出所,郵便局などの公的施設などの設置が考えられる｡ また,駅を中心

としているところから当然のことではあるが,駅施設やバスター ミナル,タクシ

I莱場,駐車場等の設置が考えられる｡

3-1-3 近隣センター

近隣センターは,図-2に示すとおりニュータウン地区内に6ヶ所計画されて

いる｡

このセンターは,徒歩圏の中心としての位置にあり,E]常生活品のマ-ケット

飲食店などの商業施設や診療所,特定郵便局,公民館などの地域に密着している

施設の配置が考えられる｡

また,このセンターは,徒歩生活圏のセンターとして,歩行者専用道路によっ

て住区と結ばれ,歩行者専用道路を通って日常生活に必要なサーヒスが得られる

ように計画されているO (向_2,1セ/,.A .田

3-2 各級センターの位置と規模

次に,各級センターの位置と規模につ

いてみると,その位置については図12

のとおりである｡B,Cがニュータウン

センターであり,A,D,E,F の4ヶ所

が駅前センターであるO近隣センターは

そのいずれにもバス等を利用しないとサ

ービスが得られない地域を選んでa,C,b,

d,e,f,の6ヶ所計画されている｡

また,これらのセンターの規模及び将

来設置されると考えられる主な施設は,
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表-1のとおりである｡

(表-1) 各級センターの規模と主な施設

センター区分 面 輔 主 な 施 設

タウンセンター 約74.2ha 官公庁,警察署､病院,銀行,郵便局,文化センター

デパ- ト オフィスビル,噂閉店.飲食店 娯楽遊技lA-.

約 5.2 市の地区センター施設,帯解署派.tH.節.大型ス-パ-

D ･7,1 -部専門店.飲食店.娯楽施設.専門店

EF ･7.0〝 6.5

近隣センタ- a 約 2_2■2_4〝2,4N2.4〝 1_7〝1,8
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3-3 開発計画策定の目標

港北ニュ-タウン建設事業の基本方針は,(9線の環境を環大隈に保存する都市

づくり,② "ふるさと'､をしのばせる都市づ くl),③安全な都市つくり,④高い

水準のサービスか得られる都市つ くり,の4つの方針を設定しているo

このニュータウンの基本方針の中て,センター地区の開発計画との関係からは

③の ｢安全な都市つくり｣か関係あるてあろうし,特に,④の ｢高い水準のサー

ビスが得られる都市つ くり｣が密接な関係をもっているであろう｡

そこで,センタ-地区の開発計画の策定目標は,港北ニュータウンの基本方針

の④を中心として立てられるべきであろうO特に,タウンセンターにおいては,

横浜市北部の中心としての性格も兼ね備えているわけであるから,その目標をよ

り高く掲げる必要がある｡

具体的な開発目標としては,次のような項E]が考えられる｡

(1) 買物が便利であること｡

(2) 高い水準の社会,文化 厚生施設にi:るサ-ビスが得られることO

(3)豊かな都市空間とにぎわいがあること｡

(4)実現の容易さと将来の発展の余地があること｡

さらに,以上の事項に加えて次のような項目をもE!標として考えるならば,

より充実した計画となるてあろう｡

(5)余暇活動のできる空間があることO

(6) 住民のための職場が確保されること｡

この目標を項目別にまとめると,表-2のようになる｡

3-4 開発計画の策定と推進

センター地区の開発計画は,この港北ニュータウンの建設事業が, ｢市民参加

のまちつ くり｣を基本理念の一つとしていることからみても,この理念が当然に

センター地区の開発計画の策定においても,一貫してとられなければならない｡

また.開発計画の推進に当っても,同様に,市民が主体となって推進されるこ

とが必要である｡

この研究会が,地元住民を中心に,北農協,横浜市,日本住宅公団の職員で構

成され 地元の住民の方々の ｢生活対策｣を中心に研究が進められているのも,

｢市民参加のまちつくり｣の実践に外ならない｡

そうした意味で,この部会での成果を叩き台にして,さらに,市民の意向を計

画に反映させるというようなシステムによって,このセンター地区の開発計画が

-85-



確 立 され, また,地元 (北農協 を含む)横浜市, E]本住宅公団の三者の相互協 力

の もとに, この開発計画が推進 され なければな らない｡

そのため には,後に検討 す るよ うに,開発計画の推進 に 当た るための開発主体

の構成が必要 となるであ ろ う｡

なお,開発推進の ための 7oログラムは,各級 セ ンターの成 熟度合 に応 じて,段

階的 な発展 を可能 とす るよ うに仕組 まれ るこ とが望 ま しい｡

(表-2) セ ンターの開発 目標 と実現手段

実 現 手 段

(1) 買物が陵利であること○ 施設プログラム (デパート,スーパーマ-ケツ

(ショッピングの利使性,低廉性,快適性) ト,専門店,飲食店)交itbシステム,施設配置

(2)高い水車の社会.文化 卑生施設によるサ く文化,社会,野生施設のプログラム〉

(行政管理碓5'L,文化施臥 広軌 総合病院

(公共.公益施設の充実) 守)

(3) 豊かな都市空間とにぎわいがあること. 施設配芯

(にぎわい,生き生きとして活気ある空間) デザイン

(4)実現の容易さと将来の発展の余地があるこ

と.(段階的実現と1.Tj釆発展の余地) フレキシビリティのある構造

(5)余暇活動のできる空l;りがあること. く施設プログラム)

(スポー-ツをし1=I),芸術を楽しんだリ,気 (スポーツ施設一文化施設.娯楽施設,飲食店

楽に遊んだり,一日中過ごせるセンター) 専門店,公軋 広域等)

(6)陸民のための職場が確保されること.

(職住近接,センターの従斐Bはニュー-タウン内居住) (行政℃:埋施設,全社の本店,支店等)く従業月宿舎〉

く 〉はノンフィジカルな安楽
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4 センターの設計理念

港北ニュータウンのセンターは,横浜市北部地域の中心としての機能を有する

ところから,さきに検討したような具体的開発目標を描けたが,センタ-地区の

設計に際しては,次のような.政策的目標をも考藤して設計されなければならな

い｡

(1)横浜市北部地域における中心地区の育成に寄与することO

(2) 開発利fni=の公共還元を通して地元住民の福祉的サ-ビスを増進しうること

(3)地元住民の生活再建対策が図られること｡

4-1 センター地区の設計理念

具体的な設計理念としては､次のようなものが考えられる｡

(1) 歩行者空間による基本軸を設定する｡

(2)地形,地物あるいは,周辺の土地利用状況を有機的に関連つけて,各セン

ター及びタウンセンターの各地区 (1,2,3地区)にそれぞれの特徴をも

たせる｡

(3) タウンセンターは,南北二つの地区に分れているので,鉄道高架下を利用

したショッピング･プロムナー ドによって連結し,ペア ･センターとして,

機能の充足を図るO

4-1-1 歩行者空間による基本軸の設定

歩行者専用道路網は安全でかつ気持良く歩ける歩行者ゾ-ンてあるOこれらは

センター地区内の歩行者専用道路や,繰道に連絡していることによってセンター

地区への人の流れを誘導しうるてあろう｡

市民広場は,新旧の横浜市民がつとい,憩える広場であり,新 ･旧住民の交流

の場てもある.また,人々の集散の基点としての役割と都市の中心部における避

難空間としての機能も,併せもっているものとして設計する｡

4-1-2 地形,地物の有横的利用と各センターの特徴の明確化

タウンセンターについては,鉄道レベルの差による地形を利用して,それぞれ

アッパータウン,ダウンタウンとして設定する｡

タウンセンタ-は,南北二つに分れているのてペア ･センターシステム (一対

のセンター方式)をとり,調整区域によって分断されている両地区を,それぞれ

明確な特徴を与えることによって,相互補完し合って一対としてセンター機能を

発揮できるようにする｡

-87~



(1)第1地区の特徴

第 1地区には, ｢森の広場｣を中心として,テパー ト,ス-パーマーケッ

ト,市民文化センター等を配して,アッパータウンとしてのおおらかな街を

形成する｡またタウン･タウンは,巾12,nの緑の多い,巡回できる歩行者専

用道路を中心として,喫茶店,バー,レストラン等の小宅地群,専門店等の

立ちならぶ中宅地群,業務ビル,駐車場ビル等,一一番外側に大宅地群を配置

して,街が形成されるようにする｡

(2) 第2地区の特徴

第2地区には, ｢集いの広場｣を中心として,文化センターホール,デパ

ー ト,スーパーマーケット 専門店を配して第1地区と同じようにおおらか
な街とし,タウン･タウンは総合公園や地域体育館に至る道をかねて,にぎ

わいの街を形成する｡

(3)第3地区の特徴

第3地区は,官公庁施設,ホテルを中心として,街を形成する｡

また,第2地区から連担する広場を設けて,総合公園と密接な関連をもた

せる｡

4-I-3 ショッピング･プロムナード

第 1地区,第2地区を結びつけるため,鉄道高架下を積極的に活用したショッ

ピング･プロムナー ドを設け,鉄道により東西の街が分断されないようにする｡

また,ショッピング･プロムナードは,両地区とも駅舎部分の地下を通って市民

広場と直結させ.これによって, 1.2地区をペア ･センターとして機能し絹る

fうにする｡ (図13参照)

(図-3)シ ョツピ､ノケプ ロムナ-T:の想定回
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4-2 タウンセンターの基本設計

さきに検討した, 3つの設計理念に基ついて,ニュータウンセンターの中で.

いわは,主役となるへき,駅前広場,歩行者専用道路,ショッピング･プロムナ

- トなどについての基本設計についてみてみよう｡

4-2-1 駅 前 広 場

駅前広場は両地区に一つつつ設け,背後地から左 (柿)寄つきとする.つまり

第 1地区は,鉄道駅を中にして,西側に設置し第2地区は,同様に東側に設置す

るO (図110参照)レベルは,北駅前広場を標高27メー トル.南駅前広場を標高

21メ- トルとするO北駅は標高27メ- トルとして.アッパ-タウン (標高35メー

トル)ダウンタウン (標高21メー トル)の中間に設けて街との接続を強める｡南

駅の場合は地形,及び幹線道路レベルから標高21メー トルとして,駅とバスの乗

襖は下の改札口を利用する｡

バス,タクシー,及び送迎専用車パースは,表-3から表-6に示すように港北

地区交通量推計を参考にして,表中の備考欄にある諸条件によって算出している0

4-2-2 歩行者専用道路

歩行者専用道路は.4,5,6,9,12,15,18,21メー トルの各種巾月の 道路を必

要に応じて設ける｡また歩道橋は, 15,3,4,5,6メー トルとし,可能ならは

9メ- トル巾員を1ヶ所設けるO

また階段は2分の 1勾配とし,斜路は, 8分の 1勾配で設計する｡

4-2-3 ショッピング･プロムナード

第 1地区駅から第2地区駅の高架線下を,オ-プンに分離し,12メー トル (北

駅部分)から19メー トル (南駅部分)の巾月をとり,その部分を両地区を結ぶ楽

しいプロムナー ドとする｡そして,その両側の高架線下に当る部分は,店舗のス

ペースとして活用し,鉄道によって主にセンターの商業業務施設が東西に分断さ

れるのを防いで,各地区とも均一な発展を図るものとする｡

4-2-4 等主事 場

業務用等の串柿は附置義務とし.買物,娯楽,社交及び通勤等のため.幹線道

路沿いに駐車場予定地を設ける｡また.タクシープールは駅前広場とは別に両地

区に1ヶ所つつ設ける｡

4-2-5 地区内道路

地区内道路の構造は,図14に示すように,15メ- トル巾貝のものと,14メ-

トル巾月の 2種類とする｡
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(表-3) 推定乗降客数と駅前広場の規模

駅 名 乗 降 客 駅 前 広 場 備 考

77,260.A/El 10,360m2 乗降客数は昭和60年港北地区交通鼠推計による

(表-4) バスバースの推計

パス集中台数 備 考

第 1地 区 8,320 人 93 台 10バース 90人/台･1パ-ス処理台数10台/時

(表-5) タクシーバースの推計

乗 降 客 数 備 考

窮 1地区駅 77,260 人 26パース ･必要バース数は駅 1日乗降客 3,000人当

(秦-6) 送迎車バースの推計

乗 降 客 数 備 考

第 1地区駅 77,260 人 24バース ･必要パ-ス数は駅 1日乗降客 3,200人当り1バースとする

周一4)ダウ､ノセ'/ダー地区円道路の親遣

HEメール鴨即

等 宝 1 二 王 三 宝 ⊥ 崇
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(表-7)港北区内主要駅の乗降客数の推移

〈49年度版 港北区政資料より〉

年度区釈分負40 年 下 期 44 年 下 期 48 年 下 期
乗降人月 一 日平均 乗降人月 -8平均 乗降人月 - 日平均

乗降人月 乗降人月 乗降人員

日 吉 人14,957,235 人82,182 人l6.235,513 人89,205 人18,871,800 人103,691

網 島 10,512,979 57.763 13,507,630 74.219 15,325,197 84,203

大 倉 山 5,996,951 32,401 6,510,284 35,771 7,640,466 41.979

菊 名国鉄線l 計 6,459,732 35,493 7,779,234 42,743 7,889,824 43,352

3,599,266 19,776 3,825,392 21,019 4,088,390 22,463

10,058,998 55,269 ll,604,626 63,762 ll,978,214 65,815

妙 巡 寺 4,676,651 25,697 4,630,918 25.444 4,918,760 27,027

4-3 駅前センターの基本設計

鉄道駅を中心に拡がる駅前センターは,各々に異なる特色をもちたい｡勿論そ

こに立地する商業施設の内容,即ち核店舗や専門店が各々にもっている雰囲気や

その配置構成の遠い,あるいは各種施設の建築デザインの違いなどによって,釈

前センターの個性がかたちづくられる面も大いにあるが,それは今後の問題とし

て検討されよう｡

この計画で考えられることは,センターの個性の形成は環境設計や空間構成そ

のものであり,商店街としての日常的空間と同時に,各駅前センター毎に有する

異なった環境条件を生かしてシンボルとなり得る演出された空間 (非日常的空間)

をつくり出すことである｡

4-3-1 各駅前センターの個性の演出

Aセンタ- 丘の上にコンパクトにまとまったセンターであり,東西にのびた

メインス トリー トと駅-の結節点に設けられた三角形広場の演出

Dセンター 鉄道上の巾広の歩行者専用道路と,これにT字型に直交する商店

街のメインストリー トの演出｡

Eセンター 東西に延びるメインストリー トと,北側に広がる20メー トル緑道

と屋敷林を生かした演出｡

Fセンター 細長いセンターを縦断する延長 650メー トルの折れ曲ったメイン

ー 91-



スト))- トの滴ll',｡

4-3-2 周辺環境との融和

住宅地.l!jに戸祉住宅地の中にあって.商業施設を中心としたセンターが突如

として存在することは,周辺の住現場にとっても景観J･.からいっても好ましくt.L･

いoそこでこの日Fr:iulでは,図-5に示すように区域の周rJI】を廻る道路のr̂HHlHこ慌

fuとして巾員6メー トルの傾斜面の紺地Jこr,Jを配置することを理念として,周辺fLri

境との調和を阿っている｡

(図-5),駅前 センターの見本叡計

任官色 痩鞍 ItH y1.:サー亡か <-ド 岳飾

4-3-3 駅前センターの空間構成

各駅前センター内の空Il朋勘戊に当ってほ.次のようTJ:ことに留吉して設計して

いる｡

(1) 完全に卓から'JT馳さjLたストリー トにはHltl凍るだけ各位施設を連続して

.配置L パ-キングfJ:どで街並の幕間'̂が分断されない様にするO

(2) 各センターのメインストり- トは,巾員12メー トル (一部 9メー トル)と

し,たきを 250メー トル程JlのTfII.線部/JJiを有するものとする｡センター内の

ストリ- トは仝てこのメインストリー トに辿じ,そこに立つとセンターの全

容かほぼ見通せるように設計するo

(3) 両州軒は.メインストリー トの附 則及びこの道u'dE二｣衣続してサ7Jストリ-
トを配して.【巨】造型とfcLLる様なかたちて形成する.サブストリー トの巾11は

3-6メー トルとする｡

(4) ストリー トの同析点や分Lllu丈には広場を配L ストり- トの節を鰍戊して

道空HiH二変化を与えると1TijLIl)に.街- くる人が白山に.hit.える場とt.Lると剛時

に商柄街の核とする｡
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(5)鉄道線路,駅広の交通広場,道路,駐車場等と,人間を主体とした空間を

明快に分離し,周辺通路治に駐車場や駅広をまとめて配置し,中央のストリ

ー トを中心に歩行者空間を設計する｡ (図-6参照)

(図-占)新前センタ-の棉戚

三 ≒≡ 芋 ± 長 - 墓 ≡ ′l乎ゾ_ン

準設 州 ヰ

尿 鼓 舞 早場 逢 路

4-4 近隣センターの基本設計

4-4-1 近隣センターと周辺との融和

前節の駅前センタ-と同じように,センターと一般宅地との融和を図るように

センターの周囲に外皮としての緑地を設ける｡

4-4-2 ストリートの構成

近隣センターは概ね一本のストリー トを中心にリニアをかたちで構成されるo

その一端にはバスストップがあり (bのみバスストン70なし)もう一端は,公園

や緑道,あるいは集合住宅地等のオ-プンスペースに接するか近接するという共

通のパターンをとっている｡

そこで,スト1)- トの構成としては,パスストン70側からは商業業務施設がは

りついて行き,オープンスペースの側で不整形の広場を配し,この広場に面して

幼稚園や公民館,一般医院や診療所等の社会文化施設を配置するように設計し,

商業業務施設がその雰囲気を分断されることなく商業環境を構成出来るようにす

るD

ストリー トの巾月は 9メー トルとし,商業施設用地の奥行きは,原則として25

メー トルとした｡

4-4-3 施設用地の区分

商業業務施設は,バスストノブの側に配置し,商業業務施設は,上部にマンシ

ョンがのることが想定されるので,ストリー トをはさんで向い合ったかたちて配
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置することを避けるように設計する｡

eとfについては,ペデの片側が集合住宅となっており,区域内で確保出来な

い商業 ･業務施設はストリ- トに面する集合住宅の一階に配置するものとして設

計する｡
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5 センターにおける土地利用計画

センタ-地区における土地利用計画は,対象地区の規模,鉄道条件,街路条件

周辺の土地利用計画とも密接な関係をもっており,まず,これらの前提条件を明

らかにするところから始めなければならない｡

そして,これらの前提条件を検討すると共に,この港北ニュータウンが,横浜

市北部地域の中心としての機能を充分果し得るようにするためには,各センター

の計画,特に,タウンセンターの計画と不可分であり,これらの点を踏まえた上

で各センターの開発計画を進める必要がある｡

また,このニュータウンの開発方式が土地区画整理方式であり,地元住民がセ

ンター開発に参加し得るように,土地利用計画の策定に当っても考慮する必要が

ある｡

5-1 前 提 条 件

計画対象地区と規模については,さきに,3-2で検討したとおりである｡

(衰-1､図-2参照)ので,ここでは省略し,鉄道 ･街路等の条件について検

討したい｡

5-1-1 鉄 道 条 件

鉄道条件としては,タウンセンターの場合,市営高速 3号線, 4号線,検討路

線の3本を条件とし,駅は3号線,4号線,検討路線とも,節-,第二地区に各

1駅づつ設けられるものと仮定する｡

ルー ト,レベル,駅の位置については,ニュータウン全体の設計により,ほ ､ナ

確定していると考えられる｡

また, 4号線,検討路線については,ルー ト,レベル等若干問題があるが,ホ

-ムは検討路線の各駅は 170メ- トル2本, 3I4号線は,各駅とも 120メー ト

ルとして想定している｡ (図-9参照)

駅前センターの場合は,図12のA･D駅前センターについては,3号線駅が

設置される｡ E駅前センターは,4号線,検討路線の2駅の設置が予定されて

いるが,検討路線駅のホームの長さは 170メー トル,4号線は 120メー トルとし

ている｡F駅前センターは,4号線の駅が設置される予定である｡ホ-ムの長さ

は 120メー トルと仮定している｡

5-1-2 街 路 条 件

タウンセンターは,都市計画道路,中山一北山EEl線 (西側,巾月28メー トル)
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東方一北山EEl線 (東側,巾月28メー トル)とセンターの南 ･北端に2本のニュー

タウン地区幹線 (巾月20メー トル)を予定し,県道一生田横浜線は拡巾して16メ

ー トルとする｡ 第二地区のセンター境の現道は,今後拡巾が必要である｡

センター内区画街路については,道路構造令の範囲内で特に制約はないものと

仮定する｡ (図-8参照)

A駅前センターについては,図-7に示すとおり2本の地区幹線の交差部分に

位置し,この地区幹線は,日吉 ･元石川線に接続している｡

D駅前センターは.南端が新横浜,元石川線に面している｡

E駅前センターは.日吉 ･元石川線に面している｡

F駅前センターは.中山 ･北山田線がセンター部分の中央より西側寄りを,ほ

･･東西に貫通しているC (図一7参照)

なお,各近隣センタ-については,図-15からEg]-20のとおりである｡

5-1-3 センター周辺の土地利用等の条件

周辺の土地利用の状況は,センターの構成や成熟の進行状況等にも影響を与え

る大きな要因でもある. 特に,タウンセンターにおいては,深いかかわりをも

つと考えられるので,こ､では,タウンセンターのみについて検討したい｡

タウンセンターの第-地区の部分 (以下 ｢第 1地区｣といっO)は,北側に一般

住宅用地を隔てて緑道.近隣公園,集合住宅用地があり,東側には集合住宅,C
7､C8の文化財保存地,一般住宅用地が考えられている｡西側には,集合住宅

用地,一般住宅用地があり,南側は,調整区域に而している｡

第二地区の部分 (以下 ｢第2地区｣という｡)の北側は,早淵川周辺の調整区域

であI).東伯llは,一般住宅用地を隔てて茅ヶ崎城祉があり,西側は総合公園とタ

ウンセンターの一部として開発を計画している部分 (以下 ｢第3地区｣という｡)

がある｡南側は,一般住宅,集合住宅用地が予定されている｡ (図-9)

5-2 センター地区の土地利用計画

センター地区における土地利用計画は,後に検討する施設計画とも密接な関連

をもっているので.大まかな土地利用区分について,他のニュ-タウンの土地利

用状況なども紹介しながら検討してみたい｡

5-2-1 タウンセンターの土地利用計画

タウンセンターの規模は,表-1で示されるとおり,第 1,第2,第3地区を
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合わせると74.2-タタールにも及ぶ大規模なものである｡

多摩ニュータウンにおけるセンターの面積か,42.1-クタ-ルてあることから

みても,相当大きいことが判断てきよう｡

そこで,このセンターを成立させるためには,同規模の都心地区から推量して

みると, 300万人以上の圏域を対象としなければならないてあろうし,それたけ

の人口に対応しうるような, ｢魅力あるセンター｣とすることか必要である｡

こ､ては,さきに策定した開発目標 (表-2参照)と,前述の300万人に対応

しうる土地利用を前提として,公共施設用地,社会文化施設用地,商業 ･業務 ･

サービス業施設用地について検討してみようO

(1)公共施設用地

昭和60年における ｢港北地区交通量推計｣によると,センター内各駅の乗

降客数は,第1地区駅77,260人/日,第2地区駅 101,400人/日である｡ (12

頁表-3参照)また,両駅に終日集中する車両台数は34,520台 (表-7参照)

であり,これらのテータ-や既存都市の土地利用状況 (真一10参照)及び将

来の発展性をも考慮に推定したものが表-9に示す土地利用計画であるOこ

れには,幹線道路,サービス道路,歩行者専用道路,駅前広場及び緑地がある｡

(2)社会文化施設用地

各種社会文化施設の中から,次のような条件て,このセンターに立地する

のかふさわしい施設を選定した｡

(彰 横浜市北部地域の中心としての核を形成するにふさわしい施設であるこ

to

② 施設そのものの性格上,センター地区に立地させることか望ましい施設

であること｡

③ センターの育成強化のために,人の流れ,人の集中をしうる施設である

ことO

内容としては,国 ･県 ･市の総合庁舎,郵便局,警察署,社会福祉センタ

ー,市民文化センタ-,図書館.美術館､総合病院,診療所などを配置する

ことが必要てあろう｡

(3)商業 ･業務 ･サービス業施設用地

表-8に示す商勢圏を対象とし,次のような条件を設定して推計した0
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(D 横浜都心の商業核 と競合関係に立つことO

② モータリゼーションの急速な進展 と将来の情報化時代に対応しうること

(参 広域生活圏を対象とし,大規模商業核を形成 しうること｡

以上の条件設定により土地利用計画をしてみると表-9のようになる｡

これを,タウンセンター地区内にプロットしたものが,図-10である

(秦-8) 買物 ･娯楽 トリップ駅集中交通量 (終 日) (港北地区交通宜推計による)

徒 歩 ′ヾ ス 串 花 車 汁
(人) (人) (台) (人) (台) (人) (人)

B 3,6∝l 14,250 571 1,360 45,070

5r,一次田C 3,630 21,700 863 1.150 61,940

第二次周BorC - 3,480 43 5,770 3,840 5,190 14,440

(表19) 南 勢 圏

那一次南勢瓜 300,000人

543,000人
荊三次 一 2,374,600人
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(秦-10) タウンセンター地区土地利用計画面積比較表

-ユータウン名土地利用計 画 等 千 里 多 摩 高 蔵 寺 平 城 港 北
ニュー タウン ニュー タウン ニュー タウン ニュー タウン ニュータウン

開 発 手 法 左 に 同 じ 土地区画軽理法 左 に 同 じ 左 に 同 じ

開 発 捻 両 横 1,160ha 3.000ha 702ha 613htl 2.530ha

計 画 人 口 150,000人 300,DOO人 80,DOO人 75.000̂ 300,DOO人

センター地区面梯 286,400m' 421,800㌦ 257.200zd 168,200d 742,000Ⅲー

幹 線 道 路 49,900 88,600 55,000 26,300 78,900公 サー ビス道路 88,400

36,600 104,000

用 駅 前 広 場 7,000 ll,100 20,600 25,700(2駅)

地 公 閲 緑 地 - 38,100 - 10,300 -

汁 56,900(l'-均̀ 174,400川端ー 58.000(22.5% 57.200…一〇%l 297,000(3,-鞘'

40,200 27,200 66.000 a.400 33,500

毛 33.300 82,700 100,000 46.600 116,400

■l156,000(ち-.好一ト jrZ137,500は2.6%'●ー33.200日2J9%】■156,000(33J3%ー ●l295,100は9L7%■

備 考 社会文化施設

(注) としては. しては 国の飯蛸 1件 国の秩関 2件央サービス 一七 匠の続開 6件 国の競闘 lO件 県の続開 6件 県の秩関 2件

xfl( )内は ンタ-及び東サ 都の憤閑 7件 県の横閑 6件 (2県にわたる 市の機関
-ビスセンター 市の検閲 市の横閑 詮合庁舎,牡

放言フ~デ爾 禰 随所は2ヶ所配 全福祉センタ
している. 堂.図番館､ 置) -.市民文化

市役所､消防署 文化会館､ 祉事務所､児壷 町の横朋'rt上し (2) センター､

等は2市にまた その他の行政 福祉ili聯所､診 図蒋鯨､実術
施設等の 館､地域体育

7件を予定 E那野棺､体育館 公民臥 サ-ど 館等8件
その他 その他

地区病院など その他 その他施設用地

センタービル､館のみ 等12件その他病院など 病院など
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(表-ll)横浜駅 ･関内駅 ･鶴見駅地区における土地利用状況

地区名 佃 比 駅 地 区

lIl)-ーI■i 描 :'ai 両 横 摘 紫 [佃fL'i 嫡 'R--

迫 ビ各 20.7(ha) 24.3(ha) I13.5(ha)

河 川 4.4 】.7 1.2

公 LiLJ 0.1 7,9 0.7

.;-1 25,2(lla)(37.4%) 33.9(ha)(47.9%) 15.4(ha)(18.9%)

団 地 般 3.7 旭】鉄 ビル､中央部他局､米王Lf粥 3_2 英VLIJ棚 .WLTqrJ.-.i,チャペルt=_ンタ- 0.5
バン所､'花々公社.､TEI-hU"i

0.2 2.2 Ll,-i-庁 ､'J>庁令､'.一号究専21- 0.4

0.1 4.6 社､文体J.■.7校､■卜'芦校,公会生 4.6

i＼ Ll 6.3 L｣iⅠ鉄､束急､束i1-㍍1.,行 ､相鉄 0,9 国 鉄 5.4

宗一 10.3(ha)(15.3%) 10.9(ha)(15_4%) 10.9(ha)(13.3%)

31.7 る○公団住宅､底城fIjh,故を含む. 26.0 55.4

.7l 31.7(ha)(47,3%) 26.0(ha)(36.7%) 55.4(ha)(67.8%) ｣
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5-2-2 駅前センターの土地利用計画

さきに検討した駅前センターの設計理念や既存の駅周辺における土地利用状況

あるいは乗降客数等を勘案し, (表-7参照)さらに,将来の駅勢圏の拡大等を

も考慮して土地利用計画をたててみた｡ (図-11から図-14参照)また.蓑112

に示す案は地元の意向調査の結果を加味して修正していく必要があるa

(表一12) 各駅前センターにおける土地利用計画

A 駅 D 駅 E 駅 F 駅 備 考

52,600m2 71,500m! 70,200m' 65,600m'

公共用地 幹 線 道 路 4,300 3,100 6,400 2,500

駅 前 広 場 3,200 5,900 6,900 5,700

緑 追 5,600

2,400 4,400 2,300 5,300

歩行者専用退路 5,700 14,500 10,300 ll,000

計 15,600 27,900 31,500 24,500
(29.7%) (39.0%) (44.9%) (37.3%)

宅也 4,200 1,000 2,800 900

社会文化施設 4,700 7,i.00 6,600 9,200

商斐兼務施設 28,100 35,500 29,300 31,000
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5-2-3 近隣センタ-における土地利用計画 ベースに接祝させ る｡ また､ス トリー トにllliして繭灘盟捌 は をバス仲tLPJか

さきに検.iH_た鼠.fJ!P_念にあるように.LF'JL郡に14:のス トリー トを ら札tだLI=｡-&-3の上地利用計画は,地JCのLEJl,J.粥鹿結米に従い,この炎

配 し.その-･端はバス仲 (bはない)に接し.他の-･端はオープンス を今後帽正 していく必lBがある｡

(秦-13)各近隣センターの土地利用計画

a b C d e f イJJ'ii 巧-

22,700ln2 24,300rnz 24.400 m - 24.600rnz 17,900m- 18,300ln-

公共.l目地 緑 in 300

1,100 2,100 2.700 1,900 1,700 1,400

4,500 4,600 3,900 4,500 3,600 3,500

.汁 5,600 7,000 6,600 6,400 5,300 4,900
(24.7%) (28.8%) (27.0%) (26.0%) (29.6)% (26.8%)

宅地 5,500 5.300 5,700 5,700 2,500 4,900 医船)払没､公lLt

ll.600 12,000 12,100 12,500 10,100 8,500

iH 17,100(75.3%) 17,300 17,800 18,200 12,600 13,400



一､ I
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5-2-4 他のニュータウンにおけるセンター地区土地利用計画

二､では,他のニュ-タウンにおける,センタ-地区の土地利用状況について

図面を中心に見てみたい｡

二､でとI)上げたものは,千里ニュ-タウン中心地区センタ- (大阪附) (図-

21参照)平城ニュータウン地区センター (奈良県) (図-22参照)の2ヶ所の土

地利用計画の例てあるo

個 ~Z/)千里 ニュータウン車乗 地 区センター土地郎 棺値
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5-3 施設配置計画

センター地区における施設は,①施設そのものがも-Jている性格からセンター

地区に配置されることが必要な施設と,②センターを育成強化するために,セン

タ-そのものが立地を必要とする施設'L,(釘その他の施設とに区分されよう｡

このことは,各級センターにおいて,そのセンターがもっている性格によって

例えばタウンセンターは,横浜市北部地域の中心としての性格をもっているわけ

であるから,それにふさわしい施設配置が望ましいことになる｡

ま1=,センターそのものの中で,駅近 くに立地することが望ましい施設,ある

いは,多少離れていても立地し得る施設,むしろ,センタ-の周辺にあった方か

よい施設fJ.I-ど,施設によっても立地条件が異るわけである｡

そこで各級センター内に立地が予想される各種施設について.文化 ･教育施設

医療 ･保健施設,社会福祉施設,公園 ･緑地(広場),商業 ･業務 ･サービス業施

設,行政管理施設,あるいは,冷暖房 ･ガス .電気 ･水道などの供給施設等につ

いて.その施設のもつ特性.駅への接近度,パーキングの需要度などの問題点を

整理すると衷-14のようになるO

その次の作業としては,具体的に一つ一つの施設ことに立地条件を検討してみ

ることになる｡

こ でゝは,平城ニュータウンの地区センターにおいて施設配置計画を行った際

のチェックリストを参考にしてみようO (表-15参哨)

以上のような,各種施設の立地条件を整理した上で,センター地区の土地利用

計画図の上に,具体的に各施設が配置されていくことになるC

各級センターと施設の関係について若干ふれると,駅前センター及び近隣セン

ターは,市民の日常生活に対応し得る施設配置が望ましいわけであるから,表-

1に挙げたような施設を中心に配置されることが必要である｡

た･'し,タウンセンターは,何度も触れているように,横浜市北部地域の中心

であり,かつ, 300万人に対応し得るセンターでなければならないことに鑑みて

さきの表-1に示す施設の外に,このセンタ-の育成強化に役立つ ｢広域型の施

設｣の誘致が必要であろう｡

その ｢広域型の施設｣のもつ特性によって, ｢魅力と個性と独自性をもったセ

ンター｣を実現させなければならない｡

このような ｢広域型の施設｣について,一例をあげると次のようなものが考え

られよう｡
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(∋ 市民大学

② 総合情報センター (CATV,新聞社,雑誌社等)

(卦 国際広場又は国際会議場

(参 姉妹都市街又は会館

⑤ お祭 り広場
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(表I14) 各種施設配置の開溝点の整理

文化 医# 社A 〈公広 園 商 港 娯 行政 秩 7PL交lli:

教育 梶健 福祉 場 緑ー 地 盟 帝 栄 管哩 袷 i,'く過ご

特性fJL柄人 .i嶋 相性あり 女性が多い 20Lt-50カ性が多 特性tJL 上一誌? サラリー? >

(利用者) (老若朔サー 代リノft-_め多い しヽ20-50代

2.(利用兆中時期)主として長閑 (除斥'三協) 主として畳Fijl(除枚忽) 同左 同左 ト 同左 夕方-抜荏 (土日は3,) f3:riり lE']左 的と夕方

3,(イノーiF雰囲気) 広化々.&斐 明るい､悼脈 打潔.あIJt=かい 広々時々EI然 鱗柳井選択碓行 訂3'性白子 ( 'k′ゝ J-砕カi/t潔漣戊 匿..】 ､各 しこ解放 能率l-J親切 rlf Z1-E.絶叫

4. (公共性) 人 大 大 いこいI.'&ちつき大 にぎわい小 小 にぎわい小 人 人 人

5. 日,辿､ E1さ､過､4J-Eel iLiEl 月､ i凱 月毎年 = 州と夕方

(利用ひん度) 過またl月､ 局, 月､ rJ

スビリティー.訳から(〟 10分位なら 以内 以内 以内 以内 以内 2分以内

7, 特別丁タ七スビリティ-h'#(rJくてt)よい 低 くても低くてよい 良い 同ムこ 同左 低くてilよい 票b<､謂(車) ればならない よい よい ればならない

8. E乱 心 土可稚 可能 可能 ネソトワ-クの方がよい 甘) 同左 同左 同左 同左 必質

9.施娘の共同化 あまり好しくない 不可能 一部可能 白fましくfLい (- 可能 同A=r 同左 gJましい 不可能(一部可能) 必jBi

10. 密度(答椛､建ぺい率)也 也 帆 低 市 Pul 拓 ㍍ rP 也

lL 小 小一-中 ′ト ′ト 人 大 大 人 中一人 人

) 1 歩-5分 /12. 歩-5-10分以内 )9-5分以内 少-5分以内 タ-lo牙以内 )p-0-15分 *-10JT以内 中一5})以内 妙-1017以内
13. 速くて 同左 同左 r'Jl左 同左 近い方が 遠くてb同左 近い方力 同左
荊2外環 . よい よい よい よい

14,中央公国 - 近い方がよい ワ 近い方がよい 迎捉している事が望ましい 遠くでi,よい 同左 同左 同左 同左 lL']右

15. 速い方が 遭い方が 同左 近くてら同左 同左 同左 i司左 同左 速い方が

-117-



表75 セ ン タ ー 施 設 チ ェ.I/ ク リ ス ト

公 .)t 地 役 匪嫉地 殻 jC の 他_

節役1苅 ♯班L')小A.) Stj派也所 n1uJ'∫六 tBl兎也ン∫I 公負五 同IBt 児充血ー iE兵-A人人七七ン'ユ/タ メl I 畑土:山一 aE:桝*捕 trユI+Iチィ芋タI牧ル 各*～ll/l』イ体,A {,JL堤 促LF汁 メチイカtJl デート .XII 〃ff.G ホチ 汁フイ イン′r丁スE1.,lツ .スJl1ル 〟ソリン′メ′/ト■ LT叶 サイlクービス>スlJl LLi
l ●●● ●●●●●●●●●●● ()
2 ●● ●●●●●
31 ●●●()●● ●●●●●○ ●C)C)0 ○ (⊃ ○ ○ ○ 0 ●● (⊃ ○ C)
5 ○ ○ ○ ●●●●●●●●○●
6 Jn繁のQ/潔lR () ●●●●
7 ● C)○● くつ くつ ○ (J ● ○ ●
8 ● ●() ● (⊃ ●l● ●･●●● ○

g ●●●●(⊃○●●●くつ
10 】i)○ () ● () U Jill ()



6.センター開発 と地元参加

6-1 センター地区への地元参加の形態

表-16に示すように,センター地区への地元参加の方法としては,土地,建物,

資本,あるいは経営主体 ･労働主体として参加,などのいくつかの方法が考えら

れる｡

しかし,その中で]rbH,一般的な参加形態は,土地による参加であり,その他の

参加形態は,多かれ少なかれ,土地に付随して,あるいは何らかの形で土地に関

係して派生する参加形態であると言える｡云い換えれば, ｢個人所有地の換地｣

による方法と ｢共同体としての換地｣による方法の 2通 りの方法が考えられるが

｢個人所有地の換地｣による場合は,一般に換地を受けた他権のみが参加の機会

を4.r,I-ることとなる｡ ｢共同体としての換地｣による場合は､①土地の共有化によ

る方法,(参土地保有組合への出資による方法.(彰センター会社への土地の出資に

よる方法などが考えられる｡以下,これらの方法について検討してみると表-17

)のとおりである0

6-2 土地による参加方法

このニュータウンの開発手法が土地区画雅理事柴による開発であるため.一般

的には,現在計画されているセンター地区の中に,又は,その近辺に土地を所有

している者は,その中に換地される可能性があるが,その他のニュータウンに協

力して来た多くの地権者のセンター地区への換地は難しいと思われる0

然し.港北ニュータウンの基本型念の一つである ｢住民参加によるまちづ くり｣

を考えるとき,土地による参加の形態は,すくなくとも,二ュ-タウンの仝地権

者に参加の機会が公平に与えられることが望ましい｡そこで,港北ニュータウン

の開発,特に換地設計に当っては､かなり思い切った方針が必要となる｡今まで

人里維れた山林であったものが横浜市北部の中心地になるという大rr]な状況の変

化に応ずるためにも,また,土地の一部買収に応じた地権者の生活再建の一助と

するためにも,開発区域内の全地権者に平等な参加の機会が与えられることが望

ましい｡このために,一般に,土地区画軽理事業の中では,錐かしい問題ではあ

るが,全地区から,センター地区への土地による参加を希望する者が参加し得る

特別な換地方針を検討する必要がある｡

6-3 センター地区への参加の前提

これらの状況を踏まえ,将来の大きな発展を考え,次のような前提条件を配慮

-119-



しなければならない｡

① ニュータウン関係仝地権者に参加の機会が公平に与えられること｡

② 将来,横浜市北部の中心として発展出来る必要施設が収容可能な規模であ

ること｡

(勤 開発利益の地元及び公共 ･公益還元が行われるような方法てあることO

④ ニュータウン関係仝地権者の参加の平等性を保つため,土地面横が適当を

規模であること｡

(9 センターの機能を十分担保するため計画的な開発が必要てあることO

(む センターの機能上相当に厳しい土地利用上の制約が考えられることO
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(秦-16) センター地区-の地元参加の方法

参加方法 利用物 利用方法 摘 要

狗的 土地 自 己 使 用土 地 賃 liI土地自体の利用 :駐中甥 . ほ ri 料 経甘努力が荊

1,fi.

土 地 の B己 当 収入EHl'.).

現 物 出 資そ の 他 売却利益による資本金の媚柑方法とLで. 地元会社 .鞘

i上物 Fl己 任 用 と は '

｣二記建物の頂付. rL' 頂 料

杏価 植 物 の 配 当

現 物 .VJ溌

そ の 他 売却利益による溌本金の棲

衣杏 I,Li.

土地 .姐物 .什器 一商日.,.甘某紙等購入及び逆転資金

として.

そ の 他
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(表-17) 個人開発と共同体としての開発の比較

内容区分 方 法 .l

個 個人所有地の換地に (1)換地をうけられる者が -意向調査による参

限定される○ 加俵全の平等を団

人 る｡

開 よる場合 に開発する. (2)共同開発､計画開発が -協定むによる共同

莞 耗しい. 化もあるが万全で

はない○

共 (∋ 土地の共有によ ○相当数の地権者が (1) 共同開発､計画開発が -共有に探して､所

土地を共有して共

同して開発する. (2)共有化のための事務処 -相続の際の間樹も

る換地の場合 (3)他に組合又は会社のよ

うな菜務代行横関が必

同体 質.

(参 土地保有組合へ (1)共同槻発､計画開発が 一組合-の出資時､と や ､可能○ 所得税が課税され
る｡

L する. (2) センタ-全社との二並 一組合の地代収入に

ての開

(参 センタ-全社へ (1)一元的な計画開発が可 -出資に所得税がか
発 の二ヒj也としてナ灸地 能C かる｡

(2) 資本金が相当大きくな

[三≡≡ ;至亘] る｡

妻T; :i (3) 資本参加､経営参加､
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6-4 土地集約の形態別税金試算

先にセンター地区への土地集約の方法について,4校の方法が考えられること

を述べたが,二､では,そのうち,税金に関係のあるものについて, ｢通常課税

対象所得額 300万円を得ている地主が 5,000万円 (課税評価額)の土地を提供す

る場合の税金関係｣が,どのようになるかを試算してみると,それぞれ次のよう

である｡

ただし,出資等の対象土地の価格を 5,000万円としたのは,年 150万円乃至,

200万円の所得を得るためには,この程度の資金が必要であろうとの想定による

ものである｡また,税率は現行の分維課税方式の税率によった｡

(1) センター会社への現物出資の場合

ィ.出資に伴う譲渡所得税

(5,000万円15,000万円×0.05-100万円)×0.26-1,209万円

(個人私) *昭和49･50年度長期譲渡所得税率

(E]税20%,地方税 6%)

ロ.法人税等 (センター全社がテナントから徴収する質料のうち,弛価の

8%は地代として収益に計上された場合の法人税等)

(全社払) 5,000万円×0.08×0.5-200万円(0.5は法人税率)

-.株主の配当税

(センター全社の税引後利益 :5,000万円×0.08×(1-05)-200万円

が配当される｡)

(個人私) 200万円×025-50万円

E‥言 ∴i:J:,:i.I :.

株主の税引後配当手取額200万円-50万円-150万円

上の計算のとおり,当初 1,209万円の譲渡所得税を支払い,年間 150万円

(税引後)の配当所得を得ることになる｡

150

所得率 5,000+1,209 -2･41% (初年度)

(2)土地保有組合-の出損の場合 絹

ィ.出資に伴う譲渡所得税 (1)のイに同じ｡ 1,209万円

ロ.法人税等 (芸芸;忘完 二言芸;警≡芸蓋しで賃断 る)

5,000万円×0.08×0.5-200万円
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｢

(症) センター全社のテナントからの賃料収入は,組合への支払地

代として支出 (経賛支出)するので,全社の法人税は,この

分は零となる｡

-.組合月の所得税 (組合月に対する利益配分 :

5,000万円×0.08×(1-0.5)-200万円が､組合月の

雑所得となる｡)

国 税 20万円×0.24+60万円×0.27+60万円×0.30+60万円

×0.34-59.4万円 (注, 300万円以上の累進税率)

地方税 200万円×0.40十100万円×0.08+100万円×0.09ニ
ー - 一ヽ一一一-一一､-

道肝県税 市町村税 -21万円

(症, 300万円以上の累進税率)

組合員の税引後配分手取額

200万円-(59.4万円+21万円)-119.6万円

上の計算結果のとおり当初 1,209万円の譲渡所得税を支払い,年間 119.6万

円 (税引後)の配分所得を得ることになる｡

所得率 1.93% (初年度)

(3)土地共有方式の場合

ィ.共有化に伴う所得税 交換に伴う特例措置の適用を申請し,非課

税扱いを受ける｡

ロ 土地管理組合の法人税等 土地管理組合は,営利法人ではないので,

組合の所得という概念もなく,納税主体と

はならない｡

(共有者の単なる事務執行受託機関にすぎない｡)

ハ.センター全社の法人税 (2)のロに同じ,課税領 事

共有者の不動産所得税

[∵ ∴ ∴ ""∴ ...."I

国 税 20万円×0.24+60万円×0.27+60万円×0.30+60万円

×0.34+100万円×0.38+100万円×0.42-139.4万円

地方税 400万円+0.04+100万円×0.08+200万円×0.09+100
～ 〉 ノ ヽ ～ ■

道肝県税 市町村税 ×0.10-52万円

共有者の税引後手取額 400万円-(139.4万円+5.2万円)-20816万円

上の計算結果のとおり,土地は共有という形で所有権を留保し ((1)では,秩
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式に転化,(2)では.土地保有組合の組合財産に対する持分権に転化)年間

2208.6万円 (税引後)の不動産所得を得ることになる｡所得率 4.172%

6-5 センター会社の構想

大規模ニュ-タウンにおいては.センタ-地区の開発手法の一つとして第三セ

クターを設立し,その筋3セクターがセンター地区の開発経営を一元的に行って

いるのが一般である｡

先に紹介した千里ニュータウンでは,公社方式による千里開発センター (現在

は,大阪肝千里センターに改称)があり,泉北ニュータウンにおいても公社方式

による泉北開発センターが,センター地区の開発 ･経営及び開発計画のコントロ

ールを行っているo

多摩ニュータウンでは,会社方式による新都市センター開発株式会社がこれを

行っている｡

しかし,これらのニュータウンの開発手法は,新住宅市街地開発法による全面

買収方式での開発であって,センター地区の開発についても,一元的 ･計画的な

開発が可能であり,センター地区の管理運営においても一元的に行うことができ

るQ

この点,港北ニュータウンは,土地区画整理法による開発であるだけにセンタ

ー地区における一元的 ･計画的開発がかなり難しい｡

しかも,関係地権者がセンタ-地区に参加する機会が公平に与えられ,開発利

益の地元 ･公共還元等のさきに述べた土地の集約のための前提条件のいくつかが

満たされるような開発手法を探る必要がある｡また,一方では,先に提案したセ

ンター地区-の参加申出調査により,希望者に換地をしていく方法を採ると,関

係者が多数にのぼり,魅力的で吸引力があり,かつ調和のとれた計画的センター

づくりは,かなり困難になってくるものと予想されるOそして,計画的なセンタ

ーづくりをするためのコントロール機関 (開発の指導 ･調整のための組執)の設

置が必要であろう｡

6-5-1 センター会社の構想

センター地区への参加の機会が公平に与えられ,開発 ･利益の地元 ･公共還元

などのいくつかの前提条件には ､-見合う開発手法の一つとして, 二 ､では会社方

式によるセンター会社の構想を考えてみることにする｡

このセンター全社は,さきの前提粂件に見合い,かつ営利企業としての存在だ

けではなく,これらに加えて,さきに検討したセンタ-地区への土地集約のため
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の組織でか ),かつ.センター機能を十分発揮できるように計画的開発を行なえ

る組織体でなけれは7LJ:らか ､｡

このセンター会社の構想は,関係地権者,地元組織及び公的機関等との関係か

ら見てみると次の図のようになるてあろう｡

(図-23)センター会社 の牌腰

t lJ ′巨 会 朽

土叩･規貧けJク･*
3;i

割や.能=Q
･･-‥ .･ ;二

千十･tトと･P.′称か

穂綿市上り千･t払1tl
次に,センター全社の主な業務としては,次のようなものか考えられる｡

庄) センター地区の環境整備

② 地域冷暖房施設,CATV (有線テレビ)施設の設置管理

③ 商業 ･業務施設の建設 ･賃貸 ･分譲 ･管理

④ 娯楽施設,スポーツ施設,宿泊施設,駐車場の建設管理

⑤ その他上記の関連事業

なお,このセンター全社は,この事業に協力してきた地権者を中心として組織

し,例えば,先に示したタウ/センターの土地利用計画の中に,一部計画建設用

地を設定し,これを基盤としてタウンセンターの計画的な開発を図り,このセン

ターが形成される相当初期から地元地権者の生活対策の一助として役立てていく

と同時に,周辺住民へのサービスを行ないながら,計画的 ･段階的にセンター形

成を目指して運営していくような組織であることが望まれる0
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6-5-2 開発計画のコントロール

前項て提案しているように,センター地区への換地を希望 して換地を受け,商

業業務用地として各地権者がセンターの開発計画に従って運用していく土地 (こ

れをイ反りに ｢センタ-用地｣と呼ぶ｡)以外に設定された ｢計画建設用地｣は,関

係地権者の生活対策に役立てられる用地である｡

しかし,センター地区の開発は計画的開発であリ,自然発生的に形成されるセ

ンタ-地区とは異リ,相当初期のうちから計画的な投資をし,センタ-地区の成

熟促進を図らなければならないものであり.この成熟度合に応じて個々の地権者

の事業が軌道に乗って来ることになる｡このように,この ｢計画建設用地｣の取

l)扱いは地元地権者にとって,非常に重要な意味をもつものであり,センターの

計画的開発及び成熟促進の面ても重要な役割をもつものである｡

この用地の開発には,相当巨碩な資金が必要であI),当然,民間資本の導入や

民間企業の誘致が必要である｡また,開発をうまくコントロールして行 くために

は,地元地権者のほか横浜市及び住宅公団が相互に協力して,長点の開発方法を

見出す必要がある｡

そこで,センター地区の開発を推進し,地権者の生活対策を円滑に進めるため

これらの調整を図る機関として何らかの組織を設立する必要があろう0

この組織は,センタ-地区は勿論,広く港北ニュータウン地域内全般に亘り,

建設及び管理逆曾上の調整をEglるコントロ-ルセンター (指導 ･調整機関)の役

割をもつものである｡

先に提案したセンター全社がこの役目を併わせてもつ組織として荘官してい(

ことも考えられる｡また.センタ-全社の役Elを生活対策にしぼって,建設 ･管

理運営上の問題から,建築協定や農薬協定などのニュータウン全般に亘る種々の

問題についての指導 .調整機関としての公的色彩を帯びた役割をもつ組札を別個

に設けることも考えられる｡

いずれにしても,港北ニュータウンの各センターは,ニュータウン全体の核て

あり,同時に市北部の中心という重要な役割をもつので,センター地区の開発主

体やセンターの経営問題等については,今後地元の関係者,横浜市及び住宅公団

が一体となり,事業の進行に合わせて検討していく必要がある｡
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第 9部 会

商 工 業 者 の 生 活 対 策



吹

1.ま え が さ

2.開発地区内における業種別営業状況

3.業種別問題点の把握

4.工事期間中における対策

5.土地区画整理事業終了後に向けての対策 -･ ･149
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1.ま え が き

昭和49年度の中ば頃に, ｢開発地区内で営業されている商工業関係者の生活対

矧 二ついても,港北ニュータウン建設研究会でとり上げて研究して欲しい｣とい

う港北ニュ-タウン開発対策協議会の要諦をうけて,早速第9部会として発足さ

せるペ (研究員の人選を各地区にお願いした｡

このような経過を経て,昭和50年度に約9部分は ｢非農家の生活対策｣を主要

な研究テーマとして発足したが検討した結果 ｢商工業者の生活対策｣に改称した｡

しかし,一口に ｢商工業者｣と言いましても相当に間口が広く,業種もかなり

広範田に及んでいる｡そこで,この部会では､開発地区内で首菓されている ｢建

設業｣ ｢製造業｣ ｢卸 ･小売業｣ ｢サービス業｣の4つの業種の自営業者を対象

に研究を進めることにした｡

そこで,まず業種別に抱えている実状や問題点を把握するために,昭和50年 7

月に業種別の懇談会を開催した｡

また,特に ｢建設業 ･製造業関係者で原動機を使用している方々｣には,50年

11月に再度お集 り願って,工場,作業場を土地区画整理事業の中てどのように扱

ったらよいかについて,関係者との懇談会を開いた｡

一方,これらの4業種毎に部会内に4つの作業姓を設けて,各業種別の対応策

の検討を進め.建設業作業姓では,当面の工事期間中の対応策として,中小企黄

等協同組合法に基づく組合を関係者で組織しようという結論を得て,50年11月に

は ｢港北ニュータウン建設事業協同組合 (仮称)設立準備委員会｣を発足させ,

組合設立の準備を進めている｡

製造業作業班では, ｢工場 ･作業場の集合化｣を打ち出し,開発区城内にある

工場 ･作業場を何ヶ所かに集約し,将来,工場をとりまく周囲の宅地化が進んで

も､安心して操業できるような方向で換地設計が行なわれるように提案している｡

このことは,施行者の日本住宅公団においてもとり上げられ, ｢特別な用地｣の

一つとして審議会で春吉花されている｡

これと平行して,製造業作業班では,たとえ ｢工場 ･作業場の集合化が換地設

計に反映されたとしても,工場 ･作業場が何ヶ所かに集約されるだけであり,今

後の中小企業をとりまく経済環境が,かなり厳しいことを考え合わせると更に一

歩を進めて､同業者間の連帯を深め,共同化により企業の近代化を図っていくた

めに,建設糞関係者と同じように,製造業関係者によって ｢港北ニュータウン地
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区産業協同組合 (仮称)設立準備委員会｣が設けられ,関係者の日夜を問わない

研究の結果, ｢ニュー港北工業協同組合｣の設立に至っている｡

卸 ･小売業及びサービス業関係者については,業種のパラツキがかなり多いこ

と,さきの2業種ほどには,大きな問題も少ないと思われるところから,関係者

の意向の集約が難しかったが,一つには,工事中の営業をどうするかという他の

業種と同じ問題があり,もう一つは,工事完了後にはセンターの様な立地条件の

ところで本格的に商業あるいはサービス業を営む意向があるがどうかということ

と,一般住宅地の中で営業を続けるかというような問題がある｡

第 1の問題は,他の業種と共通の問題であるのでその中で検討していくことと

し,第2の問題のうちセンターの中で営業したい方については,この研究会の第

8部会の報告番を参考にしていただきたい｡

また,一般の住宅地の中で官業を続けられる意向をお持ちの方については,換

地された先が第1種住居専用地域であっても,住居鞭用店舗又は事務所の場合に

その部分が50mz以下であれば,建築物の用途制限の範囲内であり問題はないと思

われる｡

頭書にこの部会の経過と結論めいたものを記載したが,それは,この部会の対

象と部会の研究方向をしほるためであり,また,徒らに関係者に不安を与えない

ようにとの配赦からである｡

あくまで,この部会の目的は,現在開発地区内で督業されている自営業関係者

が,工事の進行中も工事完了後も ｢安心して営業を継続できる｣ような方策の検

討にある｡

-そこで,この部会では,まず ｢開発地区内における業種別営業状況｣の検討,

さらに ｢業種別問題点の把握｣そして,問題点の摘出した結果をうけて ｢工事期

間中｣と ｢事業終了後の対策｣とに分けて検討を進めてみた｡

以上のような項目に従って検討を進めてきたが,何分にも,業種一つをとって

みても千差万別であり,また,日常の営業活動が多忙であるため,関係者のご意

見を十分に反映させることができず,今後の検討に待たなければならない部分も

多々あるが,日本住宅公団及び横浜市はこの部会での研究の結果を踏まえて,商

工業関係者の意向を十分に汲みとりながら事業を推進するよう要望したい｡
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2･開発地区内における業種別営業状況

港北ニュータウンの開発地区 (窮一地区 554-タタール,第二地区 770ヘクタ

ール)内で営業している関係者数は,義-1に示すとおり産業別の総数では,194

件に達している｡

その内,製造業関係者数が 106件で産業別総数の55パーセントを占め,次いで

建設業関係者数が37件で,同様に総数のほ ,一20パーセントを占めている｡

卸売 ･小売業者関係者は,30件で15パーセントであるが,卸売薬と小売業の別

では,卸売業を開発地区内で経営している者は 1件となっており,小売菓関係者

が圧倒的に多い｡

次いで,サービス業関係者は,21件であり,全体のほ 1ヾ0パーセントを占めて

いる｡

また,経営形態別に見てみると.個人経営が 110件,法人経営が84件であり,

個人経営の関係者数が法人経営の関係者数を若干上回っている0

第一地区,第二地区別では,第一地区が 149件と全体の約80パーセント近くを

占めているO

町別の分布状況を見ると,第一地区では,東山田町が57件,中川町28件,南山

田町が24件となっており,この3町で第-地区内の官業者数の3分の2強となる｡

第二地区では,茅ヶ崎町が19件,荏EEI町 ･新吉EB町がともに8件である｡

2-1 業種別事巣所 ･店舗等の分布状況

産業別 ･地区別かつ町別の営業状況については,さきに総括したとおりである

が,建設業,製造業,卸 ･小売業及びサービス業の4産業別のそれぞれについて

業種別の事業所 ･店舗等の分布状況を検討してみよう｡

建設業については,表-2に示すとおり9つの業種に便宜上区分して集計して

みたが,建築工事業,土木 ･建設部門が多く,この2業種で22件を占めている｡

次いで電気工事業が 5件,設備工事業が3件となっている｡

また,経営形態別では,個人が19件,法人が18件とほ 同ゞ数となっている｡

地区別にみると,莱-地区が37件中27件を占め,大棚町を除いた全町に分布して

いる｡第二地区では,茅ヶ崎町,荏田町が3-4件づつで,新吉田町,大熊町,

折本町が 1件づつとなっているO

製造業関係については,業種が多岐に亘るため分類作業がかなり困難であった

が,表-3のように18業種に分類して集計してみた｡
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(表11) 開発地区内における産業別営業状況総括表 (単位 件)

地 区 名 町 名 1
E. 61 サ-ビス菓 その他 個 人 法 人

東 山 EEI町 57 7 36 7 7 45 12

北 山 田 町 20 rl 7 6 1 14 6

南 山 EB町 24 6 12 2 4 15 9

牛 久 保 町 18 2 10 2 4 9 9

中 川 町 28 6 10 10 2 10 18

大 棚 町 2 2 1 1

汁 149 27 77 27 18 94 55

勝 田 町 1 1 1

大 棚 町 l

茅 ヶ 崎 町 19 4 12 2 .1 6 13

新 吉 田 町 8 1 7 2 6

新 羽 町 1 1 1

大 鵬 町 1 1 1

析 本 田1

rAi 方 L町 5 5 5

池 辺 即丁

川 和 町 1 1 1

佐 江 戸 町 1 1 1

十i Ll] 8 3 3 1 1 4 4

汁 45 10 29 3 3 16 29

1鮎 37 106 30 21 110 84

総数では,さきに見たように 106件であり,各種部品の製造 ･加工部門が合わせ

て55件あり,全体の半数強を占め,次いで機器製造,プラスチック加工部門が,

それぞれ 9件となっているO

地区別では,第一地区が77件と3分の2を占め,そのうち東山田町がほ ､ヾ半数を

占めている｡第二地区では,29件のうち茅ヶ崎町か12件,新吉田町が7件,東方

町 5件の順てある｡

経営形態別では,ほ ､ゝ個人が60パーセント,法人が40パーセントの割合てあるO
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卸 ･小売業関係については,衰 - 4に示すように,中川町が10件,次いで東山田

町が7件,北山田町が 6件と続いているO

業種別では,食料品販売が最も多く,第一 ･第二地区で合わせて9件,次が酒類

販売の 5件であり,この2業種で総数30件のうち約半数を占めている｡

経営形態別では,個人 ･法人がほ ･■見合っているo

サービス業関係では.総数21件中で第-地区が18件を占めているが,東山田町

か 7件,南山EElmlと牛久保町がそれぞれ4件となっており,この3町で全体の約

70パーセントを占めている｡

業種別では,ほ ､～全業種にくまなく亘っているが,理容 ･美容業が4件,機器修

理業,クリ-ニング業,各種 コンサルタント業,飲食店がそれぞれ2件づつとな

っている｡

経営形態別では.個人が60パーセント強の14件,法人が 7件となっている｡

(真一5参照)

(表-2) 建設菓関係業種別,営業状況

地 区 名 町 名 一ヽ汁 逮築 建設 追園 花I+(工 鉄管工 塗莱コ二斗TT 設捕二LfLi 逮= その他 個人.法人別 備 考個 人 法 人

第-地区 東山LH町 7 4 1 1 1 5 2

北山EE町 6 2 1 I ー 1 3 3

南山田町 6 2 2 1 1 3 3

牛久保町 2 1 1 2

中 川 町 6 4 1 1 3 3

大 棚 Prr

;1 27 9 5 1 5 1 1 2 i 2 14 13

勝 tEl町

大 棚 町

茅ヶ崎町 4 1 2 1 1 3

新吉EEi町 1 1 1

新 羽 町

大 !梢MT I 1 1

析 本 町

東 方 町

池 辺 町

川 和 町 1 1 1

佐江戸町

荏 EE]町 3 1 2 ワ 1

汁 10 3 5 1 1 5 5
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(秦-3) 製造費関係業種別営業状況

地 区名 町 名 令汁 秩港製追 蘇 部 メ 秩工 7■レス板令 Â型 qラス 7■ラAチAエ 秦I!追 鏡i仲哩 丑製追 タイノレ現追 Er]刷 衣A魁i&良む遥 Tの他個人.法人別 備 考魁逮初工 午 個人 法人

･T,-地区 東山田町 36 3618111l 21 I 1 28 8

北山田町 7 12 1I 1 1 5 2

南山田町 12 18 2 1 8 4

牛久保町 10 124 2 1 5 5

中 川 町 10 22 2 2 11 5 5

大 棚 町 2 2 1 1

汁 77 6202413 4 161 1 32l 52 25

荊二地区 勝 田 町 1 1 1

大 神 町

茅ヶ崎町 12 224 11 2 4 8

新書田町 7 1ク 1̀1 2 ? 5

新 羽 町 1 1 1

大 熊 町

析 本 町

東 方 町 5 1 1 1 1 1 〇
池 辺 町

川 和 町

佐江戸町

荏 田 町 3 I 1 1 2 1

汁 29 338 1l23 321 1 1 9 20

(表-4) 卸売 ･小売業関係業種別営業状況

地 区 名 町 名 JLL.汁 衣料 1旺Ljt局品 酒類 育莱物 良料 午礼 石坤Jrス タノくつ 秦家早互B書オ 日用症★ 1.iI･■ 個人.法人別 備 考個 人 法 人

窮一地区 東山田町 7 2 2 1 1 1 6 1

北山田町 6 1 1 3 1 5 1

南山田町 2 1 1 2

牛久保町 2 1 1 1 1

中 川 町 lO 1 1 3 I 1 1 1 1

大 棚 町 2 8

計 27 2 1 5 l 8 1 2 2 1 1 2 1 16 ll

節二地区 勝 田 町

大 棚 町

茅ヶ崎町 2 1 1 2

新書田町

新 羽 町

大 鵬 町

析 本 町

東 方 町

池 辺 町

川 和 町

佐江戸町

荏 EE町 1 1 1

計 3 1 1 1 3
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(義-5) サービス菓関係業種別営業状況

地 区 名 町 名 ご＼汁 機器修哩 良動車壬吉価 ス†▲1-:′用小春王聖 也7#匝】収処A 運逮 クリlング FJi莱容 不動産 怠ン1ナノレタント 樵館 コ一ノレフ 飲食店 その他 芸 文別 備 考
個人 法人

東山田町 7 1 l 1 1 2 1 6 1

北山EZ]町 1 1 1

南山田町 4 1 1 1 1 2 2

牛久保町 4 1 1 1 1 3 1

中 川 町 2 I 1 2

大 棚 町

計 18 2 1 1 1 1 ? 4 1 2 1 1 1 12 6

第二地区 勝 田 町

大 棚 町

茅ヶ崎町 1 1 1

新書田町

新 羽 町

大 熊 町

析 本 町

東 方 町

池 辺 町

川 和 町

佐江戸町 1 1 1

荏 田 町 1 1 1

計 3 1 1 1 2 1

212 規模別営業状況

港北ニュータウンの開発手法は土地区画整理法に基づく開発であり,この部会

でとり上げている自営業関係者のこのこュータウンとの係わり合いもまた,必然

的に土地との関係になる｡

そこで,こ,では開発地区内で営業されている関係者の敷地の規模を中心に分

析してみたが,敷地規模については,先に,日本住宅公団の第一 ･第二土地区画

整理審議会に示された ｢換地設計方針案｣を参酌しながら,次のように区分した

つまり,この方針案の中の ｢宅地が小規模である宅地の扱い,第6減歩の対象

としない宅地｣とされている｡166平方メー トル未満の宅地を一括して計上し,汰

いで ｢減歩緩和措置｣の行なわれる 165平方メ- トルから 400平方メー トルまで

の宅地を7つに区分し,そのいずれにも該当しない 401平方メー トル以上の宅地

を2つに区分し, 497平方メー トル以上については,一括計上している｡

このような区分に従い,産業別に集計したものが,義-6に示すものである｡

表- 6によると, 165平方メー トル以下の救地面横で営業している関係者が,
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総件数 194件中91件を占め, 46.9パーセントを占めている｡

減歩の緩和措置の対象となる 166平方メ- トルから 400平方メー トルの敷地両横

で営業している関係者は,71件で全体の36.7パーセントである｡

従って,全体のうちで ｢減歩をされない対象者｣と ｢減歩の緩和措置の刈象者｣

の占める割合は, 83.6パーセントにもなる｡

401平方メ- トル以上の敷地面積で首裟している関係者は, 32件､ 16.4パーセン

トにすぎない.

(秦-6) 産業別敷地面積の状況 (単位 件)

.地区名 産 濫 別 たtt 徴 地 面 排
165rrf以下 166rTTr-198 199m'-221 232nT--..6_1 265Trf297 讐 ㌫ 31lL 365rTT'-LLOO 401TrfA-一一9t) 497rTTrill二

･T.-地区 建 設 X 27 10 3 1 2 ワ 1 4 4

77 ･lO 9 6 3 5 5 2 1 6

27 15 4 3 1 1 1 1 1

サービス菜 18 9 4 I 1 3

汁 1∠l9 74 20 ll 5 8 6 4 3 5 13

% 100 49.7 13.5 7.4 3.3 5.4 4.0 2.7 2.0 3.3 8.7

1(ー 4 2

29 ∴ 3 1 1 2 1 1 9

3 1 1 1

サービス淡 3 2 2 1

;許F 45 17 17 5 2 3 ? 1 l 2

% loo 37.8 ll.1 4.4 6.7 4,4 2,2 2_2 4.5 26.7

A .汁 194 91 91 13 8 8 8 5 4 ′ 25

% loo 46.9 12.9 6.7 4.I 4_1 4.1 2.6 2_1 3_6 12.9

100 gl件

- 138-



3.業種別問題点の把握

さきに,表-6において検討したように,土地区画整理法との関係から問題点

を摘出すると.営業基盤てある敷地との関係が重要な間笛として指摘できる｡

しかし,それは何もこの部会がとりあげている商工業関係者のみに特有の事象

ではなく,開発地区内で住居の用にのみ敷地を利用している者にとっても,農地

やアパー ト用地として利用している者にとっても共通の問題である｡た､す､たと

えばガソリンスタンドや運輸業関係のように敷地面積が当該事業の許認可事項と

なっているものについては,この事薬に伴う減歩によって受ける影響は大きい｡

また,現在この地区内で営業している商工業の関係者にとっては,それ以前に

工事に伴なって営業を中断しなければならないだろうか,仮移転するにしても,

特に商業 ･サ-ビス業関係の方は,仮移転地において顧客が従来どおり着くかど

うか,というような問題を抱えていると思われる0

3-1 工事期間中の問題点

50年 9月に行なった4業種別の懇談会の席上出された意見の主なものは,次の

ようなものである｡

(9 仮移転地での官業は困るので.直接移転にして欲 しい.

② 仮移転地で官業するにしても, 2乃至 3回に分割して移転する必要があり

官業の中断は難しい｡

(勤 増築等の規模拡大ができないので困る｡

④ 食料品 ･薬品を扱っているので,工事中のホコリが心配だC

⑤ 仮移転中に商売ができるかどうか心配だO

⑥ 建設菓関係では,この事業に伴う仕事をやらせて欲しい｡

⑦ 早 く工事を進めて欲 しい｡

このように,移転に伴って生ずる問題についての悩みが多いようである｡

建設業関係では,移転についての問題は余り見受けられず,むしろ現在の不況

下にあって一つでも多くの仕事が欲 しいというような意見が大勢を占めていた｡

製造業関係では,現在首業している場所そのものが,その事業の許認可の条件

になっているために仮移転が困難であるとする意見があり,一方では,積極的に

移転計画 立てるために, ｢3分割の移転計画｣を考慮中であるというような意

見,あるいは.食品製造業関係ては,マーケットとの関係から製造の中断は難し
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いし,工事に伴うホコリが影響しないか心配だという意見も出ている｡

卸 ･小売,サービス業関係では,倉庫部分だけが工事区域に入っているので,

工事中の官業継続について若干問題があるという意見や,増築によって規模を大

きくしたいが,事業との兼ね合いで出来ないのでEEIる.また,仮移転や伐 りに直

接移転であっても,移転後に商売が成立するかどうか心配だというような意見が

この業種の大勢を占めていた｡

3-2 工事終了後の問題点

前項で紹介した50年 7月の4業種別の懇談会,そのとき併わせて行なったアン

ケー ト調査及び若干古い資料ではあるが,48年にこの研究会て行なったアンケー

ト調査の結果等を参考にしながら検討してみる.

懇談会の席上出された意見では,

① 住居専用地城のようなところに換地されると,騒音,振動などにより周囲

から苦情が出ると困る｡

② 事業の設置場所が周囲の環境を条件にして許可されているので,換地先に

よっては許可がとれるかどうか問題である｡

(多 数地面柿が許可条件となっているので,減歩によっては官業できなくなる

ような場合もある｡

④ 工場,又は,作業場と住居を分離したいが,土地がないので困る｡ (この

反対の意見も多い｡)

⑤ 工場,又は,作業場を集合化したい｡ (この反対の意見もある｡)

⑥ 企業は,将来の発展性を考える必要があり,今後土地の買増しをしたいが

.現在所有している土地との合筆換地を考えて黄いたい｡

(分 商業地区 (センター地区)に換地を受けか -が希望できるのか｡

⑧ 換地先に移転するにしても相当な資金が必要だが,融資等の斡旋はして貸

えるか｡

というような意見乃至問題点の手旨桶があったが,これを業種別にみてみると次

のようである｡

建設業関係では,将来の換地先において今後ますます厳しくなると思われる騒

普,振動等の公害問題が悩みの種であるが,作業場の集合化は同業者との関係で

希望したくない,また,住居と作業場を若い従業員のためには分離したいが,土

地そのものに余裕がないので分離することは難しいということのようであるO

(表-7参照)
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製造業関係においては,公害問題に対する問題,立地条件が許認可事項となっ

ている場合の問題,将来の発展性についての問題,さらに,工場の集合化につい

ては,建設業とは異なってかなり横極的な姿勢が見受けられる｡ (麦-7)

卸売 ･′ト売業及びサービス業関係では,その性格上からいって立地条件が商売

の成否を分けるところから,換地先に対する心配,特に,工事終了後直ちに開店

したとしても顧客を従前どおり確保できるかどうかに濠大の関心が寄せられてい

る｡また,立地条件のよい場所ということで,商業地区 (センター地区)への換

地が受けられるかどうかについての不安をもっているようである0

4.工事期間中における対策

さきに検討したように,工事期間中における問題点については,様々の事例が

指摘されているところであるが,結論から先に言えば,次のようなことが考えら

れる｡

① 仮移転を極力少なくして,直接移転の方法を採用すること｡

② 営業を中断するような事態を避けるため乃至は中断期間を撮小隈にするた

め,移転先を先行造成しておくこと｡

③ 業種別の立地条件等をも勘案して移転先を決めるというような配慮が必要

であること｡

@ 工事に伴う仕事の受注については,工事が受注できるような組織体の設立

あるいは個別的な対応策を確立しておくこと｡

こ､では,前記した4つの方法のうち,(ラ,(参,(釘については,この事業の施

行者である日本住宅公団の移転計画に深い係わりをもっているのて, ｢移転計画

に対する提案｣としてまとめ,④については, ｢地元某省の工事への参加方法｣

として検討していきたい｡

4-1 移転計画に対する提案

自営業の関係者に限らず,住居の場合であっても ｢直接移転｣を希望する関係

者は多いが.商工業関係者にとっては,営業それ自体が生活の基盤であるだけに

この間港は一層深刻である｡そこで,施行者である公団は,商工業関係者の切実

な問題として以下の提案を検討し,公団の移転計画乃至は工事計画に反映させる

よう要望したい｡
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① 仮移転を極力少なくして,直接移転の方法を採用すること

このことは,業種を問わず.生活基盤の確保のために必須の条件でさ,り.後で

述べる③の提案にあるような立地条件等の関係から,止むを得ず仮移転先での営

業をせざるを得ないような場合以外は,極力 ｢直接移転｣の方法によることが必

要である｡

(勤 営業を中断するような事態を避けるため乃至は中断期間を最小限にするため

移転先を先行造成 しておくこと｡

特に,建設業,製造業関係では,相当の設備を所有し,中断期間中は遊休化す

ることや従業月の生活保障の問題,得意先との関係をどうするかなどの様々の問

籍点が出てくると思われるので,③ との関係もあるが,一団の営業可能を場所を

先行造成し,関係者の怒向に基づいて,工場又は作業場の集合化に賛成する関係

者の移転先として,早期に先行造成工事を行い,先行造成工事が完了した時点で

逐次これらの関係工場なり作業場の新規建設あるいE.i移転を行うというような方

法を採用すべきであろう｡

これらの先行造成地は､第-,第二地区とも関係者の意向や将来の用途地域の

指定などの関係を調整して,単数とすべきか複数ヶ所とすべきか,また,場所の

選定についてもこれらのことを念頭において決める必要がある｡

(参 集種別の立地条件等を勘案して移転先を決めるというような配慮が必要であ

る｡

卸売･小売業やサービス業関係では,顧客との関係が密接であり,既存集落に近

く商売が移転当初から成立するような場所を選定するとか,工場や作業場につい

ては,動力線の引込み,従業月の通勤に支障がないような場所を選定するという

ようなきめの細い配慮が必要である｡

4-2 地元業者の工事への参加方法

さきに行なわれた建設業関係者の懇談会 (50年 7月実施)の席上出された意見

の多くは,この事業に伴って発生する各種工事について,地元業者にも受注させ

て欲 しいという要望が強かった｡

工事-の参加については,この研究会の第3部会 (工事期間中の生活対策)で

昭和48年度に研究しているので,その概要を紹介したい｡詳しくは,港北ニュー

タウン建設研究会,昭和48年度報告書 ｢新しいまちづくりのために｣の55頁以下

に掲載している ｢第3部会,工事期間中の生活対策｣を参照されたいO

なお,この研究成果に基ついて地元地権者の有志により組織化されたものが.
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現在活動している ｢北都企業株式会社｣である｡後に検討するように,地元業者

による組織化が試みられるとし1=場合,先に設立されたこの他元会社との業務内

容についての競合は,共倒れにならないためにも厳に避けるようにしなければな

らない｡

4-2-1 仕事の種類 と性格

工事開始後に発生する仕事はさまざまな就労の機会をつくるが,おおよそ予想

されるものを,その種類と発生の時期との関連で整理すると衰-7のようになる

また,それぞれに必要とされる職種 も同じく表-7に示すとおりである｡

業務の種類を分類すると,それぞれ造成工事関係,樹木の伐採 .移殖 ･育成関

係,家屋の移築 ･解体作業関係,その他に分類される｡

また,時間的な流れで見ると,樹木関係の業務は造成完了後も,公園 ･緑道 ･街

路樹の維持管理等の公的機関の需要があると考えられる｡この点では,他の業務

と相違した特色となっている｡

(衣-7)造成中･連戒寛了夜の仕草の嶺簸
造 成 中 造 成 完 了 後

造成工事･工事請負 .土工･軽土工 .事務員･警備員樹木の伐採 .移植 .育成 公共建築物の建設樹木の移植 .育成

･保存樹木の移植業･苗木の育成 .樹木の伐採移築 .解体作業･建物移転工事の請負業･解休材管理業 .運送業･葡工 .運般工･倉庫管理人その他･飲食業 .廃品回収業･給食菜 保管業 公園 .緑道 .街路樹の維持管理

では,麦-7にあげたような業務を請負ったり従事 したりする場合,どのよう

な条件が要求されるだろうか｡

二､に業務の職種を組級化により可能な業種と労務提供をするものに分類して

あげてみると,秦-8のようになる｡
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職 種 円 窄 条 件

① 労 預 提 供工 土工 宅地 .道路 .排水工事に伴 う 相当fL体力を必要

: :;iB藍 % 作業清掃 .草刈等軽作業 婦女子でも可能
業者の事新所の事務交通軽理等 頑健な体力必要
飯場における食事 .倍輪の世話 女子が好ましい

仁 .. 啓物 .解体 .移築建 物曳家解体除却材の運搬等解体材の保管 ) 特殊技能が必要

② 組稔化によ り可能な業種工gI科負業 軽易TL工glの鞘負 技術的なスタッフが必要)雫…,;芸…≡≡言hB;芸≡もの

建物移転工事請負菜 移築 .曳家工事 .仮設住宅の建A

解体材管理業 iy移築 ,解体材の管理
運送菜 解体材その他の運搬

飯場等-の飯食提供粟 給食菜

保存樹木の移植菜 が多L で困難良薬の技術を活かすのほは適

4-2-2 工事参加への方策

そこで次に,仕事を地元の人達が請負ったり,あるいは労務を提供することを

実現させるためには,どのような対応方法があるかを考える必要がある｡

仕事について地元地権者の対応の仕方としては,個人的な対応と組織的な対応

とがあげられる｡

l-JB人的対応の場可

国 麗 璽

匝-対応の場可
･垂｡･

発注lT 菜- 負
･二け･･
別口経営参加
･し､-T･..･J･･

4-2-3 事業協同組合についての検討

さきに紹介したように,地元有志により設立された地元会社は,個々の地権者

の組織化を図ったものであるが,こ､では,既に企業として活動している組織体

の協同化であるため､中′ト企業等協同組合法に基づく組合について検討してみる

と,次のようである｡
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① 法的性格 (協同組合は私法人にして社団法人に属し中間法人である)

公法人

○私法人--･組織を標準として
○社 団

財 団

公 益

--目的を標準として ○中 間

営 利

② 種 類

(1)事業協同組合 (2)事業協同小組合 (3) 火災共済協同組合

(4)信用協同組合 (5)協同組合連合会 (6) 企 業 組 合

③ 基準及び原則

(1) 組合月の相互扶助を目的とする｡

(2)組合月が任意に加入し,又は脱退することができること｡

(3)組合月の議決権及び選挙権は出資口数にかかわらず平等であること｡

(4)組合の剰余金の配当は主として組合事業の利用分畳に応じてするものと

し,出資額に応じて配当するときは,その限度が定められていること｡

(5)組合は,その行なう事業によってその組合員に直接の奉仕をすることを

目的とし,特定の組合員の利益のみを目的としてその事業を行なっては

ならない｡

(6)組合は特定の政党のために利用してはならない｡

(彰 組合員の資格及び発起人の月数

事業協同組合 -･･商業,工業,鉱業,運送業,サービス業その他の事業を

行う小規模の事業者又は事業協同小組合で定款で定めるもの｡

4人以上の発起人を要す｡

常時使用する従業員の数が 300人 ｢出資 1億円以下｣｡(商業サービス

業 50人 ｢出資 1,000万円以下｣)

ただし,卸売業者については,従業月数が 100人以下であって,資本

の緬が 3,000万円以下o

･事業協同小組合----主として自己の勤労によって商業,工業,鉱業,運送

業,サービス業,その他の事業を行なう事業者で常時使用する従業月の数

が5人 (商業又はサービス業は2人)を超えないもので定款で定めるもの

4人以上の発起人を要す｡
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･火災共済協同組合- ･････商業,工業,鉱業,運送業,サ-ビス業,その他の

小規模の事業者｡ 1,000人以上の組合員を要す｡

･企 業 組 合･･-.･･定款で定める個人0 4人以上の発起人を要す.

⑤ 事 業

事業協同組合及び草葉協同/ト組合

(1)生産,加工 販売,購買,保管,検査,運送,その他組合員の事業に関

する共同施設

(2)組合員に対する事業資金の貸付 (手形の割引を含む)及び組合員のため

にするその借入

(3)組合員の福利厚生に関する事業

(4)組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は,組合事妾に関する

知識の普及を図るための教育及び情報の提供に関する施設

(5)組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結

(6) そ の 他

(砂 組合に対する保識助成

(1)独占禁止法の適用除外 (2)共同施設設置野の補助

(3) 中小企業金融機関よりの融資

(4)課税の減免

イ 法人税 口 登録税 - 印紙税 二 固定資産税

(5) 国との随意契約の許容

⑦ 組合員に対する助成

. 政肺は事業協同′ト組合の組合月に対し税制上,金融上特別の措置を講じな

ければならない｡

次に,主要な組合組織と会社組織とを比較してみるとま-9のようになる｡ま

た,事業が活動されるまでの手続きは図-2に示すとおりである｡

そこで,組合の設立については,まず.意欲のある関係者によって○○事業協

同組合設立準備委員会のような組織をつくり,その中で事業目的,事業計画の概

要を検討し,それをもって関係者への広報を行って,広 く参加者を募っていくこ

とが望ましいと思われる｡

また,組合が市 ･公団等の仕事を受注するためには, ｢官公需についての中小

企業者の受注の確保に関する法律｣に基づき ｢官公需適格組合｣として,通産省

の認可を得ることが望ましいが,特に建設業関係の共同受注については,他の法

律との関係もあってかなり難しい面がある｡
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表 9 E安糾 分寿且手技と含 托糾 織 との 比 較 表

仏 甘 机 .† 企 隻 手且 含

性 格 閃Fr':i-人 Flrlrl'ー上人 h')的 .■真人

Ill.I+ ･)T I 合r4.)

臼 的 ftlTiF又且J)

哨 収llとの flJ F71 従 事

4t 某 .無 制 限 ,q 制 限

仙 人 'ZZf.i(人イ巨態) ITtモネPq/r}の--まてー 叫 Vph は ない .* 制 BR

l̂ きよ ftx m t,pdT - 人一事 - 人- 3酵 Ihやサーめ も可 )

わrl 人 自 由 自 由 柑祈.別当

(I-rQ:招妃i良 H字は払11し) ll LtJ R Lt】 LfJ L
}=Ĵど な ど

1.} 分 の19 -.-It 作 J7L 3毛 水 芸託 7声 kZ:

(人条 文汁.汁) 25%Lll下品l】F月な し

碓 ▲主 人 4人LLIL 4人u l-_ 4人以 上 7人Ll上(2人以 ヒ)

.{t lE BJ41荘 FLlliE 班 FiE ナt

El 外 川 叫 .別 E艮 類 別 FLi 撫 別 E拭

J'J√いヽ rJ L e L JIJ. し
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(図-2) 組 合 数 立 の手続 き
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5.土地区画整理事業終了後に向けでの対策

港北ニュータウンの土地利用計画については,地元説明会などで示されたとお

り,一般住宅用地､集合住宅用地,センター用地,あるいは道路,公園などの公

共用地,小学校,中学校,高等学校などの公益施設用地などに区分して計画して

いる｡

そこで,この部会の対象とする商工業関係者が,将来換地される土地は,さき

にあげた ｢一般住宅用地｣乃至は ｢センター用地｣であり,これらの土地の中で

営業を継続した場合にはどのようなことが問題となるであろうかを,まず検討し

てみたい｡二､では便宜上,卸売 ･小売業及びサービス業を商業関係者とし,建

設業及び製造業関係者を工業関係者として,この部会の対象者を二分して考えて

みたい｡

次に,将来に向けての対策を検討していきたい｡

5-1 商工業と土地利用計画との問題点の検討

商工業の関係者が,このニュータウンが完成した時点において,引続き現在の

骨業を換地先において継続することは,法律上は何ら間借にはならない場合であ

っても,住宅地の中で工場が操業を続けたとした場合,周辺に居住する住民との

間に トラブルを生じ,ひいては再度移転を余儀なくされるような事態も考えられ

る｡また,商業を営む者が,一般住宅地の中で大規模な店舗を構えたとしても,

その場所で採算が採れるかどうかは疑わしい｡

そこで,商業関係者についてみれば,将来の望ましいあり方はその関係者の業

種や将来への方針に待たなければならない｡日常生活用品の販売業であって小規

秩 (50m'以下)であれば,一般住宅地の中でも成立するであろうし,嘉一10に示

す用途制限に対比しても窮 1種住居専用地域の中に立地できる｡問題な薬種とし

ては,次のようなものが考えられる｡

① 敷地面積が許認可事項となっている業種｡

(診 旅館,ガソリンスタンド,倉庫業などのように立地条件がかなりさびしい

業種｡

工業関係では,殆んどの業種について問題点が指摘できるが,用途地域との関

係では,かなり′ト規模のものであっても第1種 ･第2種住居専用地域への立地は

難しい. (表110)また,建ぺい率や容積率等の建築物の形態制限の面からも,

第1種住居専用地域ではかなり厳しくなっている｡ (表-ll)
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蓑11 建築物の形態制限

他 娘
絶Lh 純 別

30% 50′,; ･Ⅰ 5l¶ 0_6/Z

4074' 60㌔ 't 5m 0.6/1

50% 80′76 ･l SlTl 0_6/1

50% 80;'々 - Ilo 5rTl ー 0.6/1

60㌔ 100㌔ - ･tOTn 5m 0.6/1

･60,';: 2007j} - I;Ill 7,5m 0.6/I

t主 居 他 は ･60J,,, 200ウ占 - 20m lOnl 0.6./1

･80ク,, - 20m Ion 0_6′/1

J80''〃 - 20m 10m 0.6/I

･80̀'∠ - 20l¶ tom 0.6.'l

悉 策 地 域 '名0% - ∑om lOryl 0.6/I
･80〃,; 400̀〉JI200) - 31TrL - - I.Ti4f+

･80''i - ユーrTl - -

･80% - 31rTl - -

t80% - 31m - -

A80% - 3lm - -

･60% 2CO% - 20m tom 0.6/1 :(..3f.B

工 業 地 域 ･60% - 31m - - I.114仲

･rlrはUllJt)メ.サuJ_JA,i_さLLT_.Vt,｡L 榊 .1馴 trl'旺)jt).'.tL̂L.1‡川 42-.'n3(_恥 Ll十,LTLJ;lUi且''1的■'iy)rrft'･仙 川ミ

ー方,大気汚染,悪臭,水質汚濁,騒音,振動等のいわゆる公害に対する規制

は,年々厳しくなり,また,住環境に対する住民の意識の高まりもあって,工業

関係者をとりまく経営環境は今後もますます悪化していくものと思われる｡

5-2 将来に向けての対策

さきに,工事期間中の対策の項で検討したように,この対策としては2つの方

法が考えられる｡

1つは,自営業関係者の個々人が個別的に対応するやり方であり,もう1つは

関係者の集団化による対応である｡二､では,単なる区画整理事業の終了に向け

ての対策のみではなく,企業の将来性をも踏まえた対応策を考えてみる｡

これを図式化すれば次のようになるであろう｡

(図-3) 集団化l=よ5井応と個別的対束

集団化 Kよ3対応

佃マの白曹貴名

① 工場 客ゆえ感化

⑳ 享東 O,鳩 即 し

⑳ 手鼻の泉換.その他

1｣ 亙 荘 重互 司 .⊂冨言呈芸 ≡ ご ま∫オ3
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表10 建築物の用途制限

q 示 ･P,--ll刷旭lよ (.t帖吋川地l▲ ほ 叫.他 竣 jli的蒋tJfT+ 巾t地収 他 地 工㌢他 姓 工 文 中FFI地 地

lP

柄環

Tの し41

■

fJいtも31

■

liり

[コ絶て- - 雷 竣てら- ,,7･- ,-,L･-- 川 を射 てuてられ- - -

ざI 50'iL'､▲下



5-2-1 個別的対応

これは,いうまでもなく自営業の個々人が,換地先で従来の業務を引き続き継

続していくことであり,企業の近代化も個々人の経営努力に得たねばならない｡

特に,商業関係者にあっては.個別的に対応せざるを得ないケースが多いと思

われるので.業種に見合った立地が重要であろう.

そこで,さきに示した表-10,表-11の用途地域制度,建築物の形態制限,さ

らに現在の業種について関係ある法令等の条項に見合う場所に立地する方法をと

らざるを得ない｡

従って,商業 ･業務用地及び工場 ･作業場の用地については,事前に関係者の

意向を十分に調査 し,それに基づいて換地設計をするように提案したい｡

また,土地区画整理法との関係からは,現在審議会で審議されている ｢換地方

針案｣では, 165mz以下の土地については減歩しないようであり, 166mzから

400mz以下の土地については,減歩の緩和措置を弔 うという案が示されているが

これは,センター用地のように減歩率が相当高 くなるところへ換地を希望するよ

うな場合及び基準 日 (昭和49年 8月27日の事業認可の日)以降に土地を購入した

場合には,適用されないものと思われるので,そのような場合は最終的に必要 と

する面積に減歩相当分を加えて,事前に土地を確保 しておくことが必要である｡

5-2-2 集団化による対応

50年 7月の懇談会の際に行ったアンケー ト調査によると (商業関係者は回収

できなかった)建設業では,回収数15件中,住居と作業場の分艶を希望するもの

は6件であり,作業場の集団化を希望する者は2件である｡特に工務店のような

場合には,同業者が隣 り合っているのは ｢経営上安倉するのでよくない｣との理

由からである｡

しかし,この場合でも事務所と作業場を分離し,作業場のみの集団化は可能で

あろう｡ (義-12)

製造業関係では,回収数17件中で住居と工場の分経を希望するものは8件と,

ほ 半ゞ数に近 く,集合化を希望するものは7件,散在を希望する者 4件,不明6

件である｡ (表-12)

これが,昭和48年12月に.この研究会で行った調査による工業関係者の意向は

回収数73件中で集団化を希望する者は,個人 ･法人を含めて17件,散在が同じく

23件,その他 ･不明が33件となっている｡ (表-13)

これは,回収数の関係 もあって一概には結論を出すことは難しいが,不明 ･そ
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の他の件数が減少していることがらみても,関係者の集団化あるいは散在という

ような問題についての認識が高まりつつあるものと見受けられる｡

そこで,こ､ではEg]-3に示した方向で集団化による対応を考えてみると,対応

の仕方としての主なものは,工場等の集団化 (工場団地)による方法,工場の共

同化 (共同工場)による方法及び施設の共同化 (工場アパー ト)による方法の3

通 りの方法がある｡

これら3つの方法は,昭和42年に創設された ｢中小企業振興事業団法｣による

中小企業振興事業団が行っている中小企業の振興と近代化のために行なっている

施策であり.資金の貸付け等もかなり有利な条件で助成が受けられる方法である

① 工場等の集団化 (工場団地)

この方法は,中小製造業者が集って事業協同組合等 (義一9)を設立し,

公害問題,従業員の福祉,工場の整備拡張などのために集団化して共同事業

を営むものである｡

(夢 工場の共同化 (共同工場)

従業月20人以下の小規模製造業者が一棟の建物に集団化して施設を設け,

工場を一体的に道管して完全な協業化と事業の拡大をEl指す方法である｡

③ 施設の共同化 (工場アパート及び共同店舗)

中小企業者が単独ではできない事業を共同化により効果をあげるため.組

合組織により共同で実施する方法で,内容は様々である｡その主なものとし

ては,次のようなものがある｡

○ 生産加工に関する共同事業

○ 販売 ･保管 ･運送に関する協同事業

○ 従業月の福利厚生施設に関する共同事業

この工場団地,共同工場,工場アパー トの違いをみると,下の図のようである.

また,これらの事業に対する助成措置の主なものの概要は,表-14のとおりで

ある｡この貸付の窓口は,県の商工課又は,商工組合中央金庫となっている｡

(図-4)エ塚田兜′黄河工揚 及U.･エ濁ア)ヾ-横河虎錦の此薮
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(秦-12)建設業及び製造菓関係集散等の意向
507アンケ- ト:JM亡による

鹿 茸 別地区.rl別 建 設 業

也 町 別 回 住居 .作某場の分 作黄楊の舶 故 の 回 住居 .作 作恭場の灘 散 の 備 考区別 敬収 艶の状況 意 向 収致 艶の状況 忠 向

同 分A jJiA 敬衣 同 分離 娘∠ヽ 散荏

節 東 山 田 町 1 I 3 3 2
北 山 田 町

南 山 田 町 2 1 1 2 3 1 2 1 2

也区 牛 久 保 町 1 1 1 2 2 1 1 1
中 川 町 7 4 2 2 3 3 3 2

小 計 ll 6 5 2 8 ll 5 6 4 4

申地区 Ui E] El

大 棚 町

茅 ヶ 崎 町 4 7 2 1

新 富 田 町

新 羽 町 1 1 1

大 熊 町

折 本 町

東 方 町

池 辺 町

川 和 町

佐 江 戸 町

荏 田 町 4 2 1 4 1 1 1

小 計 4 2 1 4 6 4 2 3

(公 団 資 料 )

A 計 15 8 6 2 12 17 9 8 7 4
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(表-13)エ集関係者の集散等の意向 4812リ主犯 碓｣ヒニ ュータウン敵ikL研兜全.凸.I''JH馴 ヒによる

地 区 区 分町 別 形 態 していない している
法 人 個 人 計

法 人 個 人 法 人 個 人 迎 合 散 在 その他 不 nJJ 兆 合 散 在 その他 不 lLJJ

那他E基 pi托 山 田 町 1 5 2 15 2 1 6 4 5 5 23

北 山 u 町 1 8 1 1 1 2 4 9

3 2 1 1 1 1 2 1 6

牛 久 保 qr 1 2 1 2 3

小 川 町 4 2 2 1 1 1 1 4 8

小 計 1 13 7 28 2 4 2 9 10 8 14 49

( lL,qJ 合 ) 25% 50% 25% 22% 24% 20% 34% 100%

那地区 勝 ffl 町 0

大 棚 町 2 1 1 2

2 3 2 2 2 1 1 1 7

1 1 1

1 1 1 1 2

大 熊 町 0
ヰ斤 本 町 0
北 方 町 1 2 1 2 2 4

池 辺 町 0
川 和 町 1 1 1

0
-iE- 田 町 1 4 2 1 1 1 2 1 1 7

小 計 4 5 lO 5 5 4 4 1 1 5 I 3 24

( 'rI.q 合 )

合 計 5 18 17 33 7 8 6 1 10 15 9 17 73



5-2-3 用地建物を効率的に利用している事例

札幌市では,住工混在の著しい地域にある小規模工場や公害苦情の発生工場な

どについて,郊外の適地に移転する施策を進めている｡そこで,この趣旨に沿っ

てサークル鉄工協同組合 (札幌市中央区北二乗十,三ツ星鉄工所内,理事長 星

勇太郎,組合月8名)は,札幌市西区発寒1086番地の発寒第二鉄工団地内に総工

費 1億 8千万円で工場アパー トを建設した｡これは,入居者が協同組合をつくり

工場アパー トを建設したものであり,札幌市では,この第1号の工場アパー トを

モデルケースに昭和55年度までに,さらに6アパー トの建設を目指している｡

第1号の工場アパー ト入唇者 (組合員)は,機械加工4社,製カン1社,プレ

ス加工 2社,プレー ト製作 1社の計 8社で,構成は,法人2社,個人6社,仝従

業月52人となっており,1企業平均では 6.5人である｡

これらの業者が建設した工場アパー トの規模は,敷地 3,558m2,建物 1,791m'

(生産工場 1,352m2,共同事務所等 439m2)で,工場は,組合の所有とし,共同

工場の性格をもたせてある｡

入居者については,必要面積を与えたが,仕事場については原則として間仕切

りがなく,管理的な一般事務も共同の事務室に集中して行うことにしている｡ ト

イレや洗面所,従業員更衣室,食堂,会議室などは,アパー ト全体のものとして

考え1ヶ所に集中し,用地の効率的な利用をはかり,経費の節減をしている｡将

来は,資材 ･受注 ･販売や生産設備の共同化などを進めることにしている｡

当初,札幌市が入居者を募集した際には,約30社が応芽したが,工場アパー ト

の位班が通勤に不便だと従某月に反対されたり,取得財産があくまでも共同物件

というため理解が得られず,8社となった｡

札幌市は,この工場アパー トを実現するための計画未定や運営面で相談にのっ

たり,コンサルタント-の報酬や工場の設計料,建物の評価額の5%を補助した｡

問題はこれからの組合の運営にあるが

(9 出資金は,10%を平等負担し.残りの90%については,工場の僚用面積比

で分担する｡

② 運骨君にあてる経営賦課金は.30%を平等負担し,残りを面横比で負担す

る｡

(診 建物の保険などの特別賦課金は,面柿比で負担することにしている｡

入居者の経済負担も 320mzの面積を使用する場合で,合計 4,200万円 (自己資

金 1千万円)0162mどの面積で合計 2,100万円 (自己資金6百万円)となっている
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借入金の返済は,2年間据え置きの期間を含めて10年間で,金利は0.8% (辛)

という条件である｡

札幌市では,用地の利用効率が高く, 1企業あたりの建設投資額が安 くつ くの

で移転し易いほか,企業の協同化から合理化や施設の高度化などの新しい方向に

進む可能性をもっことができるなどのメリットをあげ,建具業界,印刷業界,メ

ッキ業界などにも,この工場アパー トを拡大してゆくことにしている｡

なお,入居8社の昨年の売上高は,2億6千万円,入居5年後は80%の増を見

込んでいる｡又入居者のうち会社が土地をもっていたのは,3社だけであり,辛

業主の土地を全社に貸していたものが2社､残り3社は,借地で営業していたも

のである0

5-2-4 県内における事例

県内においても,騒音,振動等の公害で市街地から移転を迫られている企業が

多く,この解決策として,先に紹介したように組合を結成し,中小企業振興事業

団の高度化資金の融資を受けて事業の共同化を進めている例が多いO

そのいくつかを次に紹介してみる｡

① 茅ヶ崎工業団地協同組合 (代表 熊沢金造理事長)

刀口盟14枚,敷地14,000平方メー トル

51年度から総工費3億円で着工の見込み｡

② 藤沢工業団地共同組合 (代表 外山文夫理事長)

加盟 9杜,敷地 9,000平方メー トル

51年中に建物を完成の見込みで一部着工しているC

(多 大秦野工業団地共同組合

加盟45杜,敷地 7,000平方メー トル (一部)

51年度に用地造成,52年度に 4,000平方メー トルの共同工場を建設の予定｡
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